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■「社労士の力をもっと社会に届けたい」──中企団様
の想い
中企団様は以前より、「社労士サーチ.com」という社

労士検索サイトを運営されていました。しかし、継続的
な運用や改善がなされておらず、Webサイトとしての
役割を十分に果たしているとは言えない状況にありま
した。

一方、働き方改革や労務環境の複雑化により、企業に
おける社労士の重要性は年々高まっています。その中
で、「社労士一人ひとりの専門性や人柄をきちんと可視
化し、必要とする企業へと届けていく」ことが、今の時
代に求められていると中企団様は考えていました。

特に、日々現場で活躍されている社労士の皆様の存
在を、Webというプラットフォームを通じて社会に広
く発信し、より多くの企業に「適切な社労士との出会
い」を提供する。それが今回のプロジェクトの出発点と
なりました。

■ナイルとの接点と、“マーケティング視点”での再定義
今回の巡りあわせには不思議なご縁を感じていま

す。中企団様のご担当者が大手保険会社向けのサービ
スについて協業先を探していたところ、中企団様の提
携先でもある第一生命保険様の弊社コンサル実績をご
覧になったことをきっかけとして、お声掛けをいただ
きました。中企団様は複数の大手保険会社との提携を
しており、また弊社も大手保険会社のコンサルを多数
行ってきました。そうした共通点があったからこそ、自
然と話がかみ合ったのだと思います。

数回のMTGを経て、弊社の考え方や課題の整理力に
信頼を感じていただき、より具体的なご相談をいただ
く運びとなりました。

弊社はマーケティング課題を
起点に、戦略から設計、施策実行
までを伴走するコンサルティン
グ企業です。だからこそ、今回も

「どんなサイトを作るか」ではな
く、「なぜこのサイトが必要なの
か」「誰にとって、どのような価
値をもたらすのか」といった根本的な視点からお話を
させていただきました。

第一生命保険株式会社様
コンサルティング事例

─ × の挑戦記 ─

“社労士の力”を届ける場所をつくるまで
特別記事

ナイル株式会社　DX ＆マーケティング事業部　プランナー

小林 直人（こばやし なおと） 氏
旅行系メディア運営している IT 企業を経てナイルへ入社。
入社後、SEO コンサルタントとして、集客・CV 改善を通じたコンサルティン
グ業務に従事。コンサルティングセールスユニットに異動後、web マーケティ
ング戦略の立案から、事業支援まで多岐にわたる業務支援を得意としている。

ナイル株式会社
圧倒的な実績を誇る SEO コンサルティングを核に、企業のデジタル戦略を
成功へ導くプロフェッショナル集団。2,000 社以上を支援し、自社メディ
ア「ナイルの SEO 相談室」で業界トップクラスのノウハウを発信。累計約
7 万件のアプリをレビューしている国内最大級のアプリ専門メディアの

「Appliv」や、話題の車サブスク「定額カルモくん」など多角的に事業を展開。
2023 年には東証グロース市場に上場し、さらなる飛躍を続けている。

〜社労士ナビ立ち上げの原点と軌跡〜
はじめまして。ナイル株式会社の小林と申します。私たちはSEOやWebマーケティングのコンサルティングを通じて、企
業の情報発信やDX推進を支援しています。本稿では、中小企業福祉事業団（以下、中企団）様との協働で取り組んだ「社労
士ナビ」立ち上げプロジェクトについて、企画提案者の視点から、その背景や設計に至る過程をご紹介いたします。

第１回　「社労士の専門性を“伝わる力”に変えるために」
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今回のプロジェクトでは、中企団様と初回の打ち合
わせの段階から、既存サイトの課題整理とともに、
Webサイトの本質的な役割を再定義する作業に入り
ました。仮説として私たちが抱いていたのは、「社労士
を探す企業側のニーズは多様である一方、ユーザーが
探している情報として既存のWeb上の情報だけでは
判断材料が不十分であり、その“溝”がマッチングの阻
害要因になっているのではないか」ということです。

その仮説に基づき、以下の3点をプロジェクト初期
の軸として設定しました。

・社労士の専門性と人柄を“正しく伝える”PR設
計（社労士名鑑の整備）

・企業が“選びやすい”検索性と導線設計
・両者にとって活用しやすいサイト運用の仕組み

作り

この3つの方向性をベースに、調査・設計フェーズ
へと進んでいくことになります。

■調査と方針策定──“伝える設計”の出発点
Webサイトの企画において最も重要なのは、「誰に」

「どのような価値を」「どんな文脈で届けるか」を明確に
することです。中企団様との協議の中で、プロジェクト
を成功に導くには、“社労士の魅力をどのように見せる
べきか”“企業担当者はどんな情報を求めているのか”
を定性的・定量的に把握する必要があるという共通認
識に至りました。

そこでまず着手したのが、ユーザー調査です。実際に
社労士への業務依頼を検討・経験したことのある企業
担当者にインタビューを行い、「どうやって社労士を探
したか」「選ぶ際に重視したこと」「Web上で不安に感じ
た点」など、判断プロセスのリアルな声を収集しました。

インタビューを通じて見えてきたのは、“社労士の専
門性が抽象的に語られているだけでは、企業は選べな
い”という現実でした。対応できる業務、過去の支援実
績、料金体系、そして何より「どんな人物か」が伝わらな
いと、安心して問い合わせや相談に進めないのです。

この結果を受けて、私たちは社労士をPRするための
設計を構築しました。顔写真や一言メッセージ、対応可
能領域、得意業務の詳細など、企業担当者が知りたい情
報を網羅的に、かつ読みやすい形で整理することを重
視し、また、検索性においても「地域」「業種」「得意業界」

「対応可能クラウド」といった軸を複数設けることで、
ユーザーの課題に即した絞り込みが可能な構造に設計
しました。

さらに、SEO（※）の観点からも「どういったキーワ
ードで検索されるか」「そのキーワードの検索意図に合
致するコンテンツ構成とは何か」を調査・分析し、情報
設計に反映しています。これは単なる“検索順位対策”
ではなく、必要な人に必要な情報が届くための「入口設
計」として、極めて重要なプロセスだと考えています。

たとえば、「社労士 検索」「社労士 東京」などの社労
士に関わる具体的なキーワードは、課題が明確な企業
による検索であり、“今すぐ相談したい”顕在層です。こ
うしたユーザーには、対応分野・得意領域・実績が一

Q1：「社労士に関わる業務について、御社ではどのような課題がありますか。」
Q2：「社労士に関わる業務について、情報収集を行ったことがありますか。」
Q3：「WEBで情報収集する際に、実際の検索キーワードを教えてください。」

Q1の回答一例 Q2の回答一例 Q3の回答一例
役所への申請や従業員福利厚生の時期が重なった時に進捗に課題があります。複
数、社労士に依頼すれば即解決ですが、経費面がネックです。

セミナーに参加したことがあります。
〇〇手続き　外注
〇〇手続き　省力化

社員の不祥事の対応やあまり表に出したくないようなことの対応です。
社内の機密書類が漏洩して、会社に送りつけられたりしたときの対応などでした

セミナーや相談会に参加したことがある 社労士 セミナー

本業にかかるところではなく、社員を使って手続きを進めることに効率の悪さを感
じています。

ネットで検索したりです
労務管理の仕組み、社会保険の仕組み、労務管理
の専門

社員一人一人の管理、社会保険に関する法令に詳しい人物がいないことで、多少困
惑しています。

社内で勉強会に参加したことはありますが、自身
ではWEBで調べる程度です。

社労士 千葉県

専門知識が乏しいので、社員教育をしていますが、労務管理や保険を理解するのが
難しいです。

インターネットなどで調べたりはしました
給与計算、シフト、割増、休日出勤、非正規など
です。

メールでのやり取りが大半だ月に1回は来て頂きヒアリング、書類を渡せるのですが
メールでのやり取りに限界があります

Googleで調べたりはしますが判断がつく時以外は
社労士さんに相談しています

社会保険　業務　依頼　
このようなキーワードだったかと思います

（社長が）業務の負担軽減、スリム化を社長自体が考えていたようです
雑誌の企業実務、ネット検索、社労士事務所に相
談、などです。

交通費の支給対象、新幹線は例外
新幹線定期券の会社費用負担はするべきかどうか

従業員の就業規則を決めたり対応を決めたりすることもやっており第三者の目で見
てほしくて社労士さんに頼んでいます。また従業員から相談を受けたときに社労士
さんに世間一般ではどういう扱いになるのかといったを相談したりしています。

ネットで検索して調べています。 育児 介護 改正

実務の属人化、法改正への対応、職場環境改善に向けた案づくり、従業員とのトラ
ブル、パワハラ問題、コンプラなどです。

Webサイトで情報収集をしています 社労士の役割、労務管理

委託することで社内人材の業務効率化が図れる一方、専門知識の理解定着ができな
いことです。社内で年金など詳しく答えられる人間が少ないため、社労士に任せて
るのですが、それゆえに時間がかかります。

労政時報という専門サイト。セミナーも法改正な
どのトピックがあれば受講。

人事　労務　年間スケジュール、業務内容　法改
正、働き方改革

インタビュー質問と回答一例（抜粋）
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目で分かるPR情報を充実させ、即時の比較検討とアク
ションを促せるよう設計しました。

一方で、「社会保険 労働保険」「労災保険 特別加入」
「欠勤控除とは」などのキーワードは、“社労士”という
言葉は使わずとも、その先に専門家による支援を必要
としている潜在層のユーザーです。こうした層に対し
ては、専門用語などを解説するガイドコンテンツを通
じて「社労士に相談するという選択肢」を想起してもら
うアプローチを想定しています。

こうした顕在層・潜在層の検索意図を踏まえた情報
設計は、検索エンジンからの流入を“ただのアクセス”
ではなく“意味のある出会い”に変えるための本質的な
SEO施策だと考えています。

※SEO：Search Engine Optimization（検索エンジン最
適化）の略。Googleなどの検索結果で自社サイトを上位
に表示させ、自然検索から見込み顧客を集めるための取
り組み。

■生成AI時代への備え──LLMO視点での設計強化
これらの取り組みは、近年注目されているLLMO/

GEO（※）の観点にも直結しています。専門性と網羅性
を持ったコンテンツを構造化することで、生成AIから
も正しく情報が引用される可能性が高まり、社労士ナ
ビが社会に信頼されるプラットフォームとして位置付
けられる土台となります。

生成AIの活用が進む中で、社労士ナビに登録された
情報が、ChatGPTなどを通じて企業の目に触れる機会
も今後ますます広がっていくと考えられます。今のう
ちからLLMO対策が意識された情報設計に取り組むこ
とで、社労士自身が「未来の検索結果」にも登場できる
存在になることが、このプロジェクトが描くもう一つ
の未来像でもあります。

たとえば、企業の担当者が「従業員の勤怠トラブルを
防ぐには？」「助成金を活用するための方法は？」とい
った問いを生成AIに投げかけた際、社労士ナビの情報
が引用され、具体的な社労士ページが紹介されるよう
なケースも想定されます。「就業規則の作成に詳しい社
労士を教えて」と入力すれば、名鑑内の専門性の高いプ
ロフィールがAIの回答に組み込まれる未来も大きく
考えられます。

AIに紹介されるということは、その情報に“信頼”の
裏付けがあるということであり、AIで紹介された社労
士名が検索され、公式サイトやSNSが見られ、問い合わ

せにつながるといった行動変容も現実になってきてい
ます。

そのためには、掲載内容にも工夫が求められます。た
とえば、「◯◯業界の労務管理に特化」や「障害年金の申
請実績多数」など、具体性をもって強みを明示すること
や、FAQ形式でよくある相談内容と対応事例を掲載す
るなど、AIが文脈を把握しやすい情報設計も有効です。

今後、社労士ナビでは、AI Overviews（※）のような
生成AI経由でのアクセス分析も視野に入れています。
単なる名鑑にとどまらず、AI時代の“営業支援インフ
ラ”として活用いただけるプラットフォームへと進化
していきます。社労士ナビに情報を掲載することは、生
成AI時代における“デジタル名刺”としての役割を果
たすことの基盤となるための重要な意味を持っている
と考えています。

※LLMO/GEO：Large Language Model Optimization
（大規模言語モデル最適化）および Generative Engine 
Optimization（生成 AI 検索最適化）の略。ChatGPTなど
の生成AIに対して、自社サイトの情報を正しく参照・引
用してもらえるよう、情報を整理・最適化する取り組み。

※AI Overviews：Googleが提供する検索機能の一部で、
検索クエリに対して生成AIが複数の情報源をもとに自
動要約を提示するもの。従来の検索結果の上部に表示さ
れ、ユーザーが求める情報を迅速に把握できるよう補助
する。

■次回に向けて──設計から実装へ、プロジェクトは
いよいよ後半へ
以上のように、今回は「社労士ナビ」立ち上げに向け

た構想と、調査・方針策定のステップを中心にご紹介
しました。

プロジェクトはこの後、定めた方針をもとに、実際の
ページ設計・デザイン・開発へと進みます。そこでは、
関係者の多様な意見をどう調整し、期日通りに進行さ
せていくかといった、より実務的な課題と向き合うフ
ェーズへと入っていきます。

次回の連載では、設計思想がどのように具体的なペ
ージやコンテンツ、機能に落とし込まれていったのか。
また、プロジェクト進行中に直面した壁と、それをどう
乗り越えていったのかについて、制作現場のリアルな
視点でご紹介させていただきます。

� （つづく）
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広告
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株式会社HRbase代表の三田です。HRbase PROという労
務管理特化のAIツールを開発しています。

社労士先生とAIについてお話しをしていると、AI活用に対
しては概ね「ポジティブ」、しかし中には「否応なしに活用しな
くては生き残れない」という差し迫ったお気持ちの方も多い
ようです。「生き残れない」とは大げさに聞こえますが、
ChatGPTリリース直後からAIの学習を続けている身として
は、AIはビジネスや生活において避けては通れないものに成
長すると確信しています。

そして声を大にしてお伝えしたいのは、労務管理はAIと相
性がよく、社労士こそAIのメリットを受け取れる、とても「有
利な」存在だということです。

 ⹅AIと労務管理の相性がいい3つの理由
1. 誰でも使いこなせる

これまでの労務管理システムでは操作方法の習得が必要で
した。しかしAIはITへの苦手意識がある方でも直感的に使いこ
なせます。これは大きなメリットです。従来の労務管理システ
ムには「労務知識」と「ITスキル」というふたつのスキルが必要
でしたが、メニュー操作を覚える必要がなく質問に回答してく
れるAIは、年齢や技術的な背景を問わず誰もが活用できます。

2. 専門知識やデータをAIで増幅できる
新しいシステムの導入ではデータ移行や設定にコストがか

かり、効果が表れるまで半年以上･･･ということも珍しくあり
ませんでした。しかし最新のAIは既存の社内文書から自動的
に学習します。就業規則や社内規程をAIに読み込ませるだけ
で、それらの内容に基づいた回答ができるようになるのです。

社労士の仕事の質は、法律や事例などの「データ」をいかに
再現性高く、相手に合った方法で提供できるかに左右されま
す。しかしそのデータをどう収納して引き出し、どう仕上げる
かの最適解はなかなか見つかっていませんでした。それをAI
が素早くサポートしてくれる時代が来ています。

3. 所長の時間が増える
AIの最大の利点は、所長の確認業務や雑務を大幅削減できる

ことにあります。単純作業や定型的な質問への対応をAIに任せ
ることで、限られた時間をより創造的で戦略的な業務に使える
ようになるのです。またAIはスタッフ育成にも役立ちます。わ

からないことは何度でも質問でき、「初歩的な質問で先輩や所
長に迷惑をかけたくない」という心理的障壁を取り除き、成長
実感を生むという効果が期待できます。実際に私たちのユーザ
ーからも「AI機能は自分よりもスタッフがよく使っている」「成
長も早くなった」というお声が多く届いています。

 ⹅AIの得意、不得意
AIをうまく活用するには、特徴を理解することが重要です。

・得意な領域を把握する
AIが得意なのは、社内規程、就業規則、各種手続きなど社内ル

ールに関する情報提供やネット上にある情報に基づく回答で
す。定型的な質問への回答や、基本的な手続きの流れ、必要書類
の案内、社内規程の簡単な要約などを任せることができます。

・AIが苦手な領域は人間で引き取る
一方で、法的な判断を伴う事項、複雑な個別事案への対応、

感情的なサポートなどは人間の専門家に任せるべきです。特
に労働法をどう解釈し、どう現場に落とし込むかの判断はAI
にはまだ期待できません。

・情報の正確性と最新性はチェックする
AIは学習データに基づいて回答をするため、情報の正確性と

最新性には限界があります。特に法改正情報は人間が確認する
体制が必要です。またAIの学習データに偏りがある場合、回答
にバイアスが含まれる可能性を認識しておきましょう。

 ⹅社労士こそAIのメリットを受け取ろう
AI活用で調べものや雑務を削減し、かわりに専門性を増幅で

きる理由をお話ししました。このふたつが同時に叶うとすれ
ば、導入のメリットは大きいと考えられます。しかし労務管理
の情報は複雑で、法改正などの更新も多いため、一般的なAIで
は対応できない面も多く残ります。だからこそ私は労務管理特
化型のAIを開発し続けています。まだまだ改善は必要ですが、
社労士先生が自信を持って使える精度のAIを目指し、多くの先
生方の知恵をお借りしながら進めています。労務管理のAIは、
労務管理に詳しい人間がつくるのが一番です。「社労士業界の
AI活用は進んでいる」という社会認知が取れるところまで、と
もに業界を盛り上げていただければ幸いです。

� （つづく）

株式会社HRbase 
代表取締役/社会保険労務士　三田　弘道 氏

兵庫県西宮市生まれ。大阪大学大学院在学中に社会保険労務士試験に合格。2015年に株式会社
Flucle（現 株式会社HRbase）を起業。労務領域の属人化を課題に感じHRbaseサービスを開発し、
業界に先駆けて生成AIを労務管理に活用したツールを開発。大阪府社会保険労務士会 デジタル化
推進特別部会員。ITや業界活性化のテーマで毎月約10本のセミナーに登壇。

AIと社労士が拓く、労務の未来

第1回　社労士こそAIを！AIと労務管理の相性がいい3つの理由

新連載



9ネットワークインフォメーション

広告



今号は6回シリーズ：賃金設計の進め方の第3回目とな
ります。

前号で現状分析（現状診断）について取り上げましたが、
今回はこれをもとに、新人事制度のフレームワーク、すなわ
ち基本等級制度の設計とこれに伴う等級基準書の策定につ
いてご説明したいと思います。

1．職務等級制度の設計
（1）基本的な考え方

これまで日本の人事制度の中核となっていたのは「職能
資格制度」でした。ただし、年功的な運用に流されていたと
いうところも確かにありました。そこで、いわゆるジョブ型
人事として注目されているのが「職務等級制度」です。これ
は、社員個人の年齢や勤続年数ではなく、職務の内容や責任
範囲に沿って役割を明確にし、その付加価値に基づいて等
級を設定するものです。

この目指すところは以下のとおりです。

ｏ業務責任を明確にし、社員の役割意識を向上させる。
ｏ賃金決定の基準の明確化のもとに公開されるため、

社員にとって公平性、納得性が期待できる。
ｏ役割に沿った人材の配置や採用を可能にさせる。

一方で注意すべき点もあります。
ｏこれまでの日本の人事制度でいう「ジョブローテー

ション」や長期間かけての「多能化」にはそぐわない
ところがある。

ｏ運用が難しく、職務記述書の策定と定期的な見直し
が求められるために煩雑になる。

（2）職務記述書の策定
職務等級制度では職務記述書（ジョブ・ディスクリプシ

ョン）の策定が前提となります。これは職務ごとに、その成
果は何か、具体的にどのような業務を行っていくのか、さら
に必要なスキル・資格など明確にしていくものです。この
作成にあたっては、まず職務分析を行い、これを分類し、階
層別に役割・難易度・責任と権限範囲などによって段階分
け（レベリング）を行うものです。次の例をご参照ください。

職務記述書の例（一部抜粋）

技術職レベル3の場合
①定常的に2人月以上5人月以下の規模の担当業務の

プロジェクトリーダーの任にある。
②定常的に2名程度の部下を指導・育成する職責にあ

る。
③△千万円/年から△千万円/年の売上予算達成が期待

される。
④担当業務の中核となる業務の実務の主担当となる。
⑤定常的に2名程度の小グループの業務計画を立案

し、実行管理を担う。
上記職責を担うとともに、以下の業務遂行にあたる。
o業務効率向上を意図しながら行動する。
o社内の他部署や関係先との調整を行う。
oクレームやトラブルの対処については上司の指示

を仰ぎながらその原因を究明し、再発防止案や業
務改善策をまとめて自ら上申する。

oプロジェクトの進捗を把握し、問題がある場合に
は状況に応じて部下を指導し、必要な時には上司
と相談の上で対策をすみやかにとる。

o個々の部下の適性を把握しながら、能力開発、育成
を図る。

o担当する業務に関わる顧客や顧客の製品、仕入先
や協力企業等の情報収集や評価を行い、業務改善
や人材活用に関わる具体的な提案を行う。

2．職能と職務の違いは何か
さて、先述の職能資格制度でいう“職能（職務遂行能力）”

と職務等級制度でいう“職務”の違いはいったい何なのでし
ょうか？ちなみに“職務”に近いもので“役割”（役割等級制
度）という括りもあります。これは、企業によって意味合い
が異なるものの、管理職や専門職なども含め、職務よりも包
括的に捉えて運用を図る日本的な制度といってもよいでし
ょう。

あらためて、スーパーの鮮魚コーナーを例に考えてみま
しょう。

最低賃金上昇に伴う賃金設計について
人事コンサルタントとしての中小企業の賃金設計の進め方

株式会社パーソネル・ブレイン
代表取締役／人事コンサルタント・社会保険労務士　二宮　孝（にのみや　たかし）氏

広島県生まれ。早稲田大学法学部卒業後、商社人事部、外資系メーカー人事部、銀行系コンサルティング
会社人事コンサルタントを経て独立。現在に至る。
自らの実務経験を踏まえた実践的なコンサルテーションを東証一部上場企業から中小零細企業、地方自治
体等で約150社（団体）以上に対し、幅広く展開してきている。
資格　　：社会保険労務士（東京会所属）

日本能率連盟認定マスター・マネジメント・コンサルタント
代表著書：「70歳就業時代　高年齢者活用のポイント（労働調査会）」

「企業経営を誤らない『同一労働同一賃金』の具体的な進め方（労働調査会）」
「プロの人事賃金コンサルタントになるための教科書（日本法令）」　
「雇用ボーダレス時代の最適人事管理マニュアル」〔中央経済社〕その他多数

HPはこちら

　第3回　基本等級制度の設計　
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職能 職務
基本基準 魚を3枚におろすことが

できる
魚を3枚におろす業務を現在
担っている

着眼点 どのくらいできるレベル
にあるのか（抽象的であ
いまいになりがち）

どのくらいの職務価値があるの
か（個別具体的で比較可能なよ
うに客観性まで求められる）

基本賃金 職能給 職務給（役割給）
課題 職務の実態から乖離する

こともあって、年功（勤続
功労）に流される傾向に
ある。

「～ができるのに、現在担当させ
ていない（いわば宝のもちぐさ
れ現象）」ことや「～がまだ十分
できないのに担当させる」こと
もある。

上記をみてもわかるように、突き詰めると、両者の違いは
必ずしも明確なものではないのです。“職務”の運用にあた
っては、例えば、見習い段階として補助的業務に就いている
場合や、人手不足のために担当させざるを得ない場合はど
う捉えるべきかなどの問題がでてきます。すなわち、純粋に

“職務”だけをみても不十分であり、「～のような支援が求め
られる」など、“職能”を含めて実態を捉えることが必要にな
ってくるといえるでしょう。これらのことから、職能基準で
はあまり問題にならなかったことが、職務基準については、
動機づけの面からも納得できるように客観的で合理的な基
準（職務記述書）の策定が求められるといえます。

3．中小零細企業における現実的な等級制度
これまで体系的な人事賃金制度がなかった中小零細企業

にとって、本来の職務等級制度の運用はなかなか難しいと
いうことがお分かりいただけたと思います。では、初めて等
級制度を導入するにあたってはどのように進めていけばよ
いのでしょうか？　　

より現実的でシンプルな制度を考えてみましょう。

まず、期待する役割の大きさから以下のように区分して
みます。このレベル区分を「クラス」と呼びます。

①ジュニアクラス（一般職クラス）
高卒、大卒など初任の社会人からスタートして上司や先

輩から指導や助言を得ながら自己の業務を確立し、一般担
当者として業務を遂行する役割期待レベルを指すもので
す。

②シニアクラス（キャリアクラス）
職務経験を積み、ベテランとして自ら計画的により高度

な業務をこなしていく役割期待レベルを指します。それま
での経験を発揮して企画的業務など高い次元の仕事を担当
しながら下位者への実務指導など縦の関係でも期待されて
くる層となります。まだ正規の管理職には該当しませんが、
なかには、主任や係長などの役付き者もでてくる層です。

③Ｍ（マネジメント）クラス
いわゆる管理職として、意識の面でも会社側の立場に立

ってマネジメント業務を担当する層です。
さらにこのＭクラスについては、さらに2つに区分しま

す。ＭⅠは初任のいわゆる課長クラスを中心に設定します。
これに対してＭⅡクラスは、部長クラスを想定した上位管
理職クラスとして位置づけます。すなわち部下に管理職が
存在するクラスということで、役割期待レベルもＭⅠとは
異なってきます。また、評価制度からみると一般的には二次
評価者に該当します。

クラス 区分 定義
ＭⅡ 上位管理職クラス ライン部長（部門長）など、部下に管理

職がいる社員
ＭⅠ 一般管理職

・専門技術職クラス
初任のライン課長を中心に、これに匹敵す
る専門性の高い管理職相当の社員も含む

Ｓ キャリアクラス 業務経験豊かな中堅社員
Ｊ 一般担当クラス 自己の担当職務を持ち、能力の早期開

発段階にある社員

上記のうち、ＪとＳクラスでは、職能を開発することに重
点を置き、Ｍクラスでは、ポストや職責によって、可変的に
対応できるよう運用していくことが考えられます。

ＪとＳクラスについてはさらに細分化を行い、Ｊ1が高
卒社員相当、Ｊ2社員が大卒社員相当などに設定します（ク
ラス－級制）。ＳクラスについてもＳ1とＳ2とし、Ｓ2を管
理職候補となる係長職に就く場合を上位として区分設定す
ることも考えられます。この級については、対象人数が増え
たために2分割したり、逆に統合したりするなど柔軟に対
応していくことも考えられます。

等級制度の基本が固まったら、等級別に求められる役割
及び能力要件を明示した等級定義書を作成します。職務等
級制度でいう職務記述書のように精緻なものである必要は
ありません。ただし、実際の運用ができる基準とするために
は、作成にあたって現場部門にも協力を得て進めていくこ
とが求められます。

4．職能・職務並列型の等級制度
前項に対し、年功的ながらも職能資格制度が既に根付い

ている中堅企業に対して、ソフトランディングな改定を図
りたい場合には、どのように見直すべきでしょうか？

筆者がこれまでもっとも多く提案してきたのが、職能・
職務（役割と表現することも多くあります。以下、同様）並列
型の等級制度です。これは、職能資格制度と職務等級制度を
あわせて設定するダブルスタンダード型となります。二本
柱ならではということで、職務等級については、役割期待と
いうあいまいなものにとどまらず、現在どのポストに就い
てどのような職責にあるのかといった「今現在の客観化さ
れた役割の付加価値」をズバリ現わすようにしていくのが
コツです。また、このタイプでは、基本賃金も職能給と職務
給（役割給）の併存型となります。この制度は、職能と職務の
相互関係が明瞭に「みえる」、わかりやすい人事制度を目指
すものです。これまでの年功的に陥った人事制度から職務
主義、成果主義を浸透させる段階で、安定した運用を行って
いきたい場合に適しています。

職能（等級）と職務（役割レベル）並列型の例

　　※※職職能能等等級級とと役役割割レレベベルルはは緩緩ややかかなな対対応応関関係係をを指指すす。。（（直直接接的的にに結結びびつつくくももののででははなないい。。））

係係
長長

ＬＬ５５
主主
任任SS--１１級級

ＬＬ４４
チチ
ーーフフ

企企画画
指指導導職職層層

ＳＳ--２２級級
ＬＬ６６

非非

管管

理理

職職

相相

当当

ググ
ルル
ーー
ププ

リリ
ーー
ダダ
ーー

一一般般
担担当当職職層層

ＪＪ--３３級級 ＬＬ３３

ＪＪ--２２級級 ＬＬ２２

ＪＪ--１１級級 ＬＬ１１

部部
長長

ＬＬ９９
ララ
イイ
ンン
課課
長長

支支
店店
長長

初初任任
管管理理職職層層

MMⅠⅠ

ＬＬ８８

上上位位
管管理理職職層層

MMⅡⅡ

LL１１００ 管管

理理

職職

相相

当当

初初
任任
課課
長長

営営
業業
所所
長長ＬＬ７７

専専
門門

職職

支支店店・・営営業業所所職職能能ククララスス
職職能能
等等級級

役役割割
レレベベルル

区区分分 本本社社

次回は等級に基づく賃金制度についてご説明したいと思
います。� （つづく）
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前回の振り返り
前回（第3回）は「PESO」を使った情報発信を取り上げ、ペ

イドメディアやオウンドメディア、シェアードメディア、ア
ーンドメディアの特性と役割を解説しました。士業として、
いざデジタルマーケティングの取り組みレベルを高めてい
くには、ターゲット顧客（Who）を想定したうえで、その顧
客が欲しがる価値（What）を作り、最適な方法（How）で届
ける必要があります。今回は、士業の独立直後の活動をイメ
ージしながら、デジタルマーケティングに取り組む流れを

「PESO」も交えながら4つのステップで整理してみます。

ステップ①：まずはデジタルマーケティングを「わき」
に置いておく
独立直後のステップ①ではデジタルマーケティングに注

力しないことをお勧めします。いきなり戸惑ってしまうか
も知れませんが、士業が新規で案件を獲得する際、相談者が
課題を認識して外部に依頼するまでには、以下のハードル
を超える必要があり、立ち上げ期のデジタルマーケティン
グでは限界があるからです。

（1）相談者が課題を自ら認識
（2）相談者が外部に相談を委ねることを決定
（3）相談者が自分の知り合い以外に委ねることを決定
（4）士業を"発見"して依頼に至る

上記の流れにおいて、（1）～（3）は士業がコントロールで
きない領域です。いくらデジタルマーケティングの手段を
駆使して（4）の段階に到達した潜在顧客向けの「網張り」を
行おうが、立ち上げ期の「網の精度」には限界があり、独立直
後特有の焦りとも相まって効果を出すのが難しくなりま
す。語弊を恐れずに申しますと、独立したての士業が（4）の
段階でデジタルマーケティングを駆使してお客様に見つけ
ていただくのは「奇跡」に近いともいえます。

独立直後の士業にとって優先順位が高いのは、（2）の段
階で「外部に相談しよう」と思った瞬間に思い浮かべてもら
える存在になることです。いわゆる「知り合いに当たれ」と
言われるのは、まさにこの（2）への対策として合理的です。
リアルな人脈を地道に開拓し、「あの人なら相談に乗ってく
れそうだ」と思い出してもらう仕組みがなければ、（3）を超

えて初めて士業をネットで探してくれる相談者を獲得する
どころではありません。

人脈づくりは、旧来の知人や勤務時代の取引先に丁寧に
連絡を取ることから始まります。セミナーや士業交流会に
足を運ぶのも効果的です。「名刺交換→SNSでの接点→後日
連絡」の流れを日常化していくことで、確実にあなたの名前
を覚えてもらえるようになります。一方で、デジタルマーケ
ティングは（3）を突破して、知り合い以外の専門家に依頼
しようと検索やSNSで情報収集を始めた相談者をキャッチ
するための強力な手段です。こうした「天文学的確率」の“自
然発生”を現実的な成果に近づけるのがデジタルの強みで
すが、労力も時間もかかります。独立直後から全面的に取り
組むのはハードルが高いと言えます。

だからこそ、まずは「デジタルマーケティングを『わき』に
置いておく」くらいのバランス感覚がちょうど良いと考え
ます。SNSやブログ、名刺代わりとなる簡単なLPなどを用
意しておけば、セミナーや知人の紹介などリアルで出会っ
た相手が後で検索しやすくなり、あなたの存在をさらに認
識してもらえるきっかけになります。LPにはプロフィー
ル、サービス内容、問い合わせフォームだけでも載せておけ
ば十分です。

たとえば社労士として就業規則作成や労務コンサルを得
意とするなら、「誰に（Who）」という点で中小企業経営者を
想定し、セミナーや交流会で「こういう分野をサポートして
います」と直接説明する。すると「いざ外部に頼もう（2）」と
決めたとき、選択肢に入りやすくなるわけです。さらに、そ
の後ネットであなたのSNSやブログを見て、サービス概要
を深く知ってもらうことが可能です。当たり前のことのよ
うに感じますが、こうして「誰に」「何を」「どのように」を一
貫させれば、いきなり広告費を大きく投じなくても、少しず
つデジタルの恩恵を得られます。他士業との連携関係を構
築する際にも同じロジックです。他士業との連携を考える
際には、連携先士業の方々を「誰に（Who）」の対象とし、そ
の方が解決したい課題（What）を想定し、提供できるコン
テンツを揃えるのです。そうすることで、業務パートナーと
して思い出していただきやすくなります。

独立間もないうちは、（2）の瞬間に候補となる仕組みを作
ることが“生き残り”の鍵です。その上で、（3）を突破して「知
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成果を生み出す「士業のデジタルマーケティング」

株式会社ナレッジ・ハブ　代表取締役／中小企業診断士　松尾　知明 氏
新卒で日揮株式会社に入社。国内外大手エネルギー会社との4社コンソーシアムによる新規事業開発プロジェク
トの統括PMを担当し、戦略構築・設備投資・調達・マーケテイング/セールス・アライアンス等を主導。
2020年に中小企業診断士資格を取得し、中小企業やSaaS事業者の経営改善・マーケティング伴走支援業務に従
事。クライアントの組織・財務状況や事業フェーズを考慮した地に足の着いた事業伴走に強みを持つ。2024年
に株式会社ナレッジ・ハブを創業。複数企業の社外取締役、CMOを兼任。
中小企業診断士在籍数130名のデジタルマーケティング研究会（デジタルマーケティングラボ）の代表としても
活動中。

第４回　「士業×デジタルマーケティング」独立直後から成果を出すための4ステップ戦略



り合い以外でも探してみよう」とする相談者をキャッチす
るために、デジタルマーケティングを徐々に拡張していく。
この順番のほうが成果につながりやすいはずです。再現性
のある「奇跡」を実現するための第一歩として、まずは“『わ
き』に置く”ところからスタートすることを検討ください。

ステップ②：1本の導線を通す（小さな成功体験を得る）
独立後の基盤がある程度固まってきたら、次はデジタル

で受注まで完結させる“1本の導線”をつくることをお勧め
します。例えば、就業規則作成にニーズがある企業経営者

（Who）に対し、「適切かつスピーディーに規則整備ができ
る」サービス（What）を、検索連動型広告で届け、ランディ
ングページ（以降：LP）上で問い合わせに繋げる、などです。
集客から接客、問い合わせ獲得までの一連の流れ（導線）を
完結させるのです。

このような導線を考える場合は、前回触れさせていただ
いたPESOの中でも広告運用（ペイドメディア）で「就業規
則 作成 外注」「就業規則 社労士」といったキーワードへ出
稿し、想定顧客にアプローチ可能なのかどうかを検討する
ことから始めるのが良いでしょう。顧客のニーズ仮説を立
てながらLP上の訴求内容（「解決する課題」「支援メニュー」

「料金プラン」「支援の流れ」「お客様の声」）などを整理して
訴求し、問い合わせフォームや無料相談の申し込み口を明
確に設置します。

リード（見込み客）を獲得できれば、メールやZoomでの
相談を経て契約へ至るという一連の流れが生まれます。

初めて取り組む際は広告コストやLPの整備、問い合わせ
対応などに想定以上の手間がかかるかもしれません。でも、
ここで重要なのは「どのようなニーズ・リテラシーを持っ
たお客様にどのような広告文が刺さったか」「問い合わせの
成約率はどうか」「CPA（顧客獲得コスト）はいくらか」とい
った数字を把握し、“地に足の着いた学び”を得ることです。

一度でもこのプロセスを回せば「デジタルで顧客を獲得
し、採算を合わせる仕組みづくり」の感覚が掴めてきます
し、得られたノウハウは次の段階でも大いに活用できます。
大事なことは狭い流路でも良いので、一本の売れる仕組み
を構築すること、すなわち小さな成功体験を得ることです。

ステップ③：多角的なチャネル開拓に取り組む
導線が機能し始めたら、第3回で触れたPESOフレームを

活かしてメディアミックスを拡大します。いわゆる「How」
を多面的に展開します。

例えばオウンドメディア（Owned）を強化し、公式サイ
トやブログで「就業規則作成のポイント」「助成金活用事例」
などを詳しく解説しておけば、SEOを通じた自然流入が見
込めます。これらは一度積み上げると資産化し、広告費をか
けなくても安定的にアクセスを集められるのが強みです。

SNS（シェアードメディア）の活用も有用です。「就業規則
の作成でありがちな落とし穴」「社労士が語るリアルな現場
の話」など、ライトなテーマで定期的に発信し、フォロワー
とのやり取りを続けることで、（2）「外部に相談する」とい
う段階の相談者が「あの人に頼めば間違いない」と思い出し
てくれる可能性が高まります。

アーンドメディア（Earned）については、プレスリリー
スで外部メディアに掲載されたり、顧客の口コミや推薦文
を公開したりできれば、ブランドエクイティの向上にもつ
ながります。

こうしてペイドだけに頼らない複数チャネルを整備する
ことで、「誰に（Who）」「何を（What）」の認知を深め、安定
した受注ルートを構築できるのです。ここまで到達できれ
ばデジタルマーケティングのプロを名乗れるほどの実力が
身についているはずです。

ステップ④：自社のマーケティングで得た成功体験を顧
客支援に適用する
最後は、自社のデジタルマーケティングで培ったノウハ

ウを、そのまま顧客企業の支援にも活かす視点を持つこと
が重要です。たとえば「就業規則作成代行」の導線を構築し
た際に学んだ広告運用やコンテンツ設計の知識は、顧問先
の採用や広報にも応用できるかもしれません。

実際に試行錯誤したA/Bテストの結果やCPA管理の手
法などは、説得力のあるアドバイスとして顧客企業から喜
ばれるはずです。士業としての専門領域に加え、デジタルマ
ーケティングの知見を兼ね備えている人材は多くありませ
ん。そこに独自の差別化が生まれ、さらなるビジネス拡大の
チャンスを掴める可能性があり、顧客にとって唯一無二の
存在になるチャンスが芽生えます。

まとめ：Who・What・Howを繋ぐデジタルの力を活かす
「まったく知らない顧客」から案件を獲得するのは一見奇

跡に近いようですが、「誰に（Who）」「何を（What）」「どの
ように（How）」を定義し、PESOフレームワークとデジタル
技術を上手に組み合わせれば、奇跡を再現可能な仕組みに
変えられます。

ただし最初から大きく投資するのはリスクが高いため、
まずは人脈と併行してデジタルを「わき」に置き、一本の受
注導線を試し、少しずつチャネルを拡げる段階的アプロー
チがお勧めです。こうして小さな成功体験を重ねるうちに、
デジタル施策が自社の業務や顧客支援の場面でも大きな力
を発揮するようになります。

士業とデジタルマーケティングは決して相反する存在で
はなく、「誰に（Who）→何を（What）→どのように（How）」
の視点を押さえれば、大きな相乗効果を得られるはずです。

� （おわり）
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●今後の日本経済を支える宿泊業界
政府は2030年にインバウンド客6,000万人、消費額15

兆円を目標としており、2023年実績比で旅行者数約2.4
倍、消費額約2.8倍を目指しております。

国内の生産年齢人口減少と年齢上昇が進むなか、新型コ
ロナ禍収束以降宿泊業の人材不足がニュースを賑わせてい
ますが、実はそれ以前から人材不足は顕在化し、宿泊業界で
はかねてより大きな問題となっておりました。

温泉や寺社仏閣の文化など価値ある観光資源をもつ日本
は外国人観光客が訪問したい国の上位に常に位置し、例え
ばアメリカの「コンデナスト・トラベラー」（旅行雑誌）では

「世界で最も魅力的な国」として日本が2年連続で第1位に
選出されるなど、今後ますますのインバウンド客増加が見
込まれ、大きな経済基盤になることと思われます。

●外国人の平均泊数6.9日
（出典「訪日外国人の消費動向」観光庁）

2023年のインバウンド客の平均泊数は6.9日となって

おります。一般的に宿泊業では泊数が長くなるほど業務工
数が減ります。そのような事情もあり業界トレンドとして
は宿泊単価が高く滞在日数の長い外国人客を取り込むこと
に注力する傾向が強まっております。

●宿泊業・飲食サービス業の賃金、労働時間の実態
（出典：「毎月勤労統計」）

宿泊業は、日本標準産業分類の大分類では「M宿泊業・飲
食サービス業」の分類に属しますが、毎月勤労統計調査結果
によると、一般労働者における現金給与額が産業全体と比
較し7割程度と月間現金給与額が低い状況です〔第1表〕。

また、一般労働者で比較した場合、総労働時間では産業全
体と比較し約11時間、出勤日数では約1日多く、シフト勤務
中心な業種ということもあり残念ながらプライベートな時
間がとりやすい環境にあるとは言えないかもしれません

（とてもやりがいのある楽しい仕事ですが）〔第2表〕。

社労士間の競争が激化し、また、業務のICT化が進む中で、「いかに業務価値を高めていくか」ということは、生き残りをかけた重要なテーマに
なっています。その選択肢の１つとして、個別の業種に寄り添い高付加価値なサービスを提供していくという観点に注目が集まっています。
本コーナーでは、業種特化の取り組みを行っている社労士の想いやその業界への高い見識を持った社労士のビジョンなどをご案内してまいります。

社会保険労務士法人ブルズサポート　坂田 正文 氏

社会保険労務士、一級ホテル・マネジメント技能士、国内旅行業務取扱管理者、温泉ソムリエマスター。
1997年明治大学法学部卒。東京全日空ホテル（現ANAインターコンチネンタルホテル東京）、ホテルニューオータ
ニ東京、ミリアルリゾートホテルズ（ディズニーホテル）で約20年にわたるホテルオペレーション・マネジメント
を経験。その後ホテル旅館経営コンサル会社で経営改善・研修講師などキャリアを経て、2023年度社労士試験合
格、事務指定講習後2024年8月社労士法人を開業。宿泊業の国家資格「一級ホテル・マネジメント技能士」資格を保
有する、宿泊業実務に強い社労士。モットー「お役に立つ」「100-1=0」、座右の銘「前へ」。

第53回第53回

宿泊業・ホテル業界編

第1表　月間現金給与額

本本文文（（33220000～～33550000 文文字字程程度度（（11 行行 4400 文文字字ととななっってておおりりまますす））））   
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合わせてご提出ください（著作権にご留意ください）。  

※図表を挿入される際は、文字数をご調整ください。  

1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 

10 
11 
12 
13 
14 
15 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 

●●今今後後のの日日本本経経済済をを支支ええるる宿宿泊泊業業界界  
政府は 2030 年にインバウンド客 6,000 万人、消費額 15 兆円を目標としており、2023

年実績比で旅行者数約 2.4 倍、消費額約 2.8 倍を目指しております。 
国内の生産年齢人口減少と年齢上昇が進むなか、新型コロナ禍収束以降宿泊業の人材

不足がニュースを賑わせていますが、実はそれ以前から人材不足は顕在化し、宿泊業界
ではかねてより大きな問題となっておりました。 
温泉や寺社仏閣の文化など価値ある観光資源をもつ日本は外国人観光客が訪問したい

国の上位に常に位置し、例えばアメリカの「コンデナスト・トラベラー」（旅行雑誌）
では「世界で最も魅力的な国」として日本が 2 年連続で第 1 位に選出されるなど、今後
ますますのインバウンド客増加が見込まれ、大きな経済基盤になることと思われます。 
 
●●外外国国人人のの平平均均泊泊数数 66..99 日日（出典「訪日外国人の消費動向」観光庁） 

2023 年のインバウンド客の平均泊数は 6.9 日となっております。一般的に宿泊業では
泊数が長くなるほど業務工数が減ります。そのような事情もあり業界トレンドとしては
滞在日数の長い外国人客を取り込むことに注力する傾向が強まっております。 
 
●●宿宿泊泊業業・・飲飲食食ササーービビスス業業のの賃賃金金、、労労働働時時間間のの実実態態（出典：「毎月勤労統計」） 
宿泊業は、日本標準産業分類の大分類では「M 宿泊業・飲食サービス業」の分類に属

しますが、毎月勤労統計調査結果によると飲食サービス業等は、一般労働者における現
金給与額が産業全体と比較し７割程度と月間現金給与額が低い状況です。 

 

 
 

（事業所規模５人以上、令和６年速報） 毎月勤労統計調査 令和6年分速報
現金給与総額

産　　　業 きまって支給 特別に支払われ
する給与 所 定 内 給 与 所 定 外 給 与 た給与

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
就業形態計 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 348,182 2.9 281,990 2.0 262,347 2.1 19,643 0.1 66,192 6.9 
飲食サービス業等 140,288 2.1 129,504 1.0 122,137 1.1 7,367 1.2 10,784 17.8 

差異 ▲207,894 ▲0.8pt ▲152,486 ▲1.0pt ▲140,210 ▲1.0pt ▲12,276 +1.1pt ▲55,408 +10.9pt

一般労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 
調 査 産 業 計 453,445 3.2 359,603 2.4 332,564 2.4 27,039 0.6 93,842 7.2 
飲食サービス業等 352,380 4.6 306,386 2.3 281,455 2.0 24,931 5.1 45,994 22.4 

差異 ▲101,065 +1.4pt ▲53,217 ▲0.1pt ▲51,109 ▲0.4pt ▲2,108 +4.5pt ▲47,848 +15.2pt

パートタイム労働者 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 
調 査 産 業 計 111,842 3.8 107,731 3.1 104,693 3.1 3,038 2.9 4,111 24.3 
飲食サービス業等 79,492 1.1 78,801 1.2 76,469 1.4 2,332 -5.2 691 -3.7 

差異 ▲32,350 ▲2.7pt ▲28,930 ▲1.9pt ▲28,224 ▲1.7pt ▲706 ▲8.1pt ▲3,420 ▲28.0pt
注：飲食サービス業に含まれる産業：「宿泊業」「飲食店」「持ち帰り・配達飲食サービス業」

第１表  月間現金給与額

業種特化 社労士の視点から
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●宿泊業の労働生産性・人件費比率
（参考資料：一社日本旅館協会「令和6年度営業状況等統計調査」、
日本政策金融公庫「小企業の経営指標調査」2023年度調査など）

その一方、収支的には利幅が小さく、平均値で経常利益率
は売上比8％程度、人件費比率30％程度、労働分配率40-50
％程度と、実態としてこれ以上労働分配率を上げられない
厳しい収益構造となっております。

近年の宿泊料金の急激な上昇は、折からの賃上げの影響
を受けての要因とも言えるでしょう。

●今後の需要拡大のために業界として取り組んでいること
宿泊業は国土交通省の傘下ですが、観光庁では約30年前

からインバウンド誘致政策に予算をつけて進めてきまし
た。ここ数年は地域活性化やDX化のほか人材確保目的予算
が手厚くなり、多くの事業者がその補助金などを活用し業
務改善や生産性向上、集客力向上に取り組んでいます。生産
性向上や人材確保にリソースが割かれてきたのはここ数年
の話です。

●宿泊業・飲食サービス業の入職・離職の実態
（出典：「毎月勤労統計」）

さて、宿泊業の人材不足の大きな要因は入職・離職の多
さですが、毎月勤労統計調査結果からも他の産業と比較し
2倍近く労働者の出入りの多い産業であることが分かります

〔第3表〕。

しかしながら、前職の経営コンサル会社在籍時に関与し
た宿泊事業者や、多くの業界関係者からの話を聞く限り、顧
問社労士がついていない事業者や、委託範囲が限定的で自
社で手続きを行い、さらには紙書類を窓口提出に行く事業
者も多く見受けられ、その業務内製化自体が事業の生産性
を下げているように見受けられるケースが多々ありました。

手続が多いうえに、紙で書類作成し窓口に持参もしくは
郵送しているのが実情です。

●宿泊業界の労務管理の特性と課題
ホテル・旅館は基本的に24時間対応です。
宿泊業独特の労務管理の特性と課題として「賃金水準」

「シフト勤務」「繁閑差（シーズナリティ）」「若いスタッフの
離職」の4つが挙げられます。

この業界の法的特例として、労働基準法41条別表第一記
載の「10人未満の旅館業は週40時間の労働時間上限が週
44時間まで引き上げられる」特例や、通達（昭和57年6月
30日基発446・平成6年5月31日基発331など）で休日付
与（暦日による休日付与でなくても良い）特例があります

（詳細は通達参照）。これらの制度運用はなかなか難しく、誤
ったオペレーションをしている宿泊業事業者も少なくあり
ません。

さらには、1か月単位の変形労働時間制を導入している
のに翌週のシフトが確定されないケース、繁閑差に合わせ
て間際にマネージャーからシフト変更を指示するケース、
客数の少ない閑散日に所定勤務時間より早上がりさせるケ
ースなど、我々社労士からすると当たり前のことが当たり
前に出来ていません。ごく一部の悪意によるものを除き、そ
もそも本来の正しい運用を把握していないことに起因する
誤運用が多いと思います。

●宿泊業界における社労士の役割
派遣スタッフの正社員化をしている宿泊施設も多く存在

します。人材確保に苦戦する業界においては派遣スタッフ
の自社雇用やアルバイトの正社員化は非常にありがたい話
です。

ただ、現状の多くの宿泊施設は「派遣スタッフが正社員に
なった」で終わっており、顧問社労士が居ないもしくは提案
がないゆえに「キャリアアップ助成金」支給申請に繋げられ
なかったり、そもそも就業規則が法改正に合わせ定期的に
整備されていなかったりするケースが多く見受けられます。

一級ホテル・マネジメント技能士というとてもレアな国
家資格を保有する私ならではの役割として、業務フロー改
善や現場まで落とし込める規程整備など得意としておりま
すが、今後も様々な形で宿泊業・ホテル業全体の発展に社
労士として寄与していきたいと考えております。

第2表　月間実労働時間及び出勤日数
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また、一般労働者で比較した場合、総労働時間では産業全体と比較し約 11 時間、出勤
日数では約 1 日多く、シフト勤務中心な業種ということもあり残念ながらプライベート
な時間がとりやすい環境にあるとは言えないかもしれません（とてもやりがいのある楽
しい仕事ですが）。 

 
 
●●宿宿泊泊業業のの労労働働生生産産性性・・人人件件費費比比率率（参考資料：一社日本旅館協会「令和 6 年度営業状
況等統計調査」、日本政策金融公庫「小企業の経営指標調査」2023 年度調査など） 
その一方、収支的には利幅が小さく、平均値で経常利益率は売上比 8％程度、人件費比

率 30％程度、労働分配率 40-50％程度と、実態としてこれ以上労働分配率を上げられな
い厳しい収益構造となっております。 
近年の宿泊料金の急激な上昇はこのあたりにも大きな要因があります。 

 
●●今今後後のの需需要要拡拡大大ののたためめにに業業界界ととししてて取取りり組組んんででいいるるこことと  
宿泊業は国土交通省の傘下ですが、観光庁では約 30 年前からインバウンド誘致政策に

予算をつけて進めてきました。ここ数年は地域活性化やDX化のほか人材確保目的予算が
手厚くなり、多くの事業者がその補助金など活用し業務改善や生産性向上、集客力向上
に取り組んでいます。生産性向上や人材確保にリソースが割かれてきたのはここ数年の
話です。 
 
●●宿宿泊泊業業・・飲飲食食ササーービビスス業業のの入入職職・・離離職職のの実実態態（出典：「毎月勤労統計」）  
さて、宿泊業の人材不足の大きな要因は入職・離職の多さですが、毎月勤労統計調査

結果からも他の産業と比較し 2 倍近く労働者の出入りの多い産業であることが分かりま
す。 

 

（事業所規模５人以上、令和６年速報） 毎月勤労統計調査 令和6年分速報
総実労働時間 出  勤  日  数

産　　　　業 所定内労働時間 所定外労働時間

前年比 前年比 前年比 前年差
就業形態計 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 136.9 -1.0 126.9 -0.9 10.0 -2.8 17.7 0.1 
飲食サービス業等 88.6 -2.5 83.4 -2.5 5.2 -1.9 13.5 -0.2 

差異 ▲48.3 ▲1.5pt ▲43.5 ▲1.6pt ▲4.8 +0.9pt ▲4.2 ▲0.3pt

一般労働者　 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 
調 査 産 業 計 162.2 -0.7 148.7 -0.5 13.5 -2.5 19.4 -0.1 
飲食サービス業等 173.6 -0.2 158.1 0.0 15.5 -1.1 20.2 -0.2 

差異 +11.4 +0.5pt +9.4 +0.5pt +2.0 +1.4pt +0.8 ▲0.1pt

パートタイム労働者 　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 
調 査 産 業 計 80.2 -1.0 77.9 -1.1 2.3 2.6 13.7 0.1 
飲食サービス業等 64.2 -3.4 61.9 -3.5 2.3 0.0 11.6 -0.3 

差異 ▲16.0 ▲2.4pt ▲16.0 ▲2.4pt +0.0 ▲2.6pt ▲2.1 ▲0.4pt
注：飲食サービス業に含まれる産業：「宿泊業」「飲食店」「持ち帰り・配達飲食サービス業」

第２表　月間実労働時間及び出勤日数
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しかしながら、前職の経営コンサル会社在籍時に関与した宿泊事業者や、多くの業界

関係者からの話を聞く限り、顧問社労士がついていない事業者や、委託範囲が限定的で
自社で手続を行い、さらには紙書類を窓口提出に行く事業者も多く見受けられ、その業
務内製化自体が事業の生産性を下げているように見受けられるケースが多々ありまし
た。 
手続が多いうえに、紙で書類作成し窓口に持参もしくは郵送しているのが実情です。 

 
●●宿宿泊泊業業界界のの労労務務管管理理のの特特性性とと課課題題  
ホテル・旅館あるいは飲食店を、皆さん一度は利用したことがあると思いますが、ホ

テル・旅館は基本的に 24 時間対応です。 
宿泊業独特の労務管理の特性と課題として「賃金水準」「シフト勤務」「繁閑差（シ

ーズナリティ）」「若いスタッフの離職」の 4 つが挙げられます。 
この業界の法的特例として、労働基準法 41条別表第一記載の「10人未満の旅館業は週

40 時間の労働時間上限が週 44 時間まで引き上げられる」特例や、通達（昭和 57 年 6 月
30日基発 446・平成 6年 5月 31日基発 331など）で休日付与（暦日による休日付与でな
くても良い）特例があります（詳細は通達参照）。これら運用はなかなか難しく、誤っ
たオペレーションをしている宿泊業事業者も少なくありません。 
さらには、月変形労働時間制を導入しているのに翌週のシフトが確定されないケー

ス、繁閑差に合わせ間際にマネージャーからシフト変更指示、客数の少ない閑散日の所
定勤務時間より早上がりさせるなど、我々社労士からすると当たり前のことが当たり前
に出来ていない、ごく一部の悪意によるものを除き、そもそも本来の正しい運用を把握
していないことに起因する誤運用が多いと思います。 
 

（事業所規模５人以上、令和６年速報） 毎月勤労統計調査 令和6年分速報

産　　　　業 パートタイム労働者比率

前年比 前年差 前年差 前年差
就業形態計 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 50,815 1.2 30.83 0.48 2.04 -0.10 1.94 -0.07 
飲食サービス業等 4,308 4.7 77.73 0.34 4.42 -0.26 4.11 -0.03 

差異 +3.5pt +46.9pt ▲0.14pt +2.38pt +2.17pt

一般労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
調 査 産 業 計 35,147 3.3 － － 1.48 -0.01 1.45 0.00 
飲食サービス業等 959 11.4 － － 2.65 -0.03 2.53 -0.16 

差異 +8.1pt +1.17pt +1.08pt

パートタイム労働者 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 
調 査 産 業 計 15,668 -3.3 － － 3.29 -0.21 3.04 -0.14 
飲食サービス業等 3,349 2.9 － － 4.92 -0.30 4.57 0.04 

差異 +6.2pt +1.63pt +1.53pt
注：飲食サービス業に含まれる産業：「宿泊業」「飲食店」「持ち帰り・配達飲食サービス業」

第３表　常用雇用及び労働異動率

労 働 者 総 数 入  職  率 離  職  率



規程の作成・管理・編集業務を一元化するクラウド型規程管理サービス

（通称：スマキテ）

「規程管理の煩わしさから解放されたい」 
ITが苦手な”昭和世代”社労士もスマキテで業務改革

「できるだけ断らない」姿勢で顧客と共に歩ん
できた23年の実績と信頼

⿟まずは事務所の概要について教えていただけますか。
当事務所は、私と事務スタッフ4名の計5名体制で運営して
おり、開業して今年で23年目になります。基本的には1・2
号業務を中心とした、いわゆる「ザ・社会保険労務士事務所」
です。顧問先は主に中小企業で、地域に根差したサービスを
展開しています。やるべきことをしっかりやり、できるだけ
依頼を断らず、お客さまのお困りごとを何とか助けようと
いう姿勢でコツコツと実績を積み重ねてきました。

⿟福本先生ご自身のことについてもご紹介いただけますか？
地元の大学を卒業して地元の会社に就職し、営業マンとし
て経験を積んでいたのですが、実家が商売をしていた影響
もあり、将来は独立したいという思いを持っていました。自
分で何を始めようか思案していたときに出会ったのが、社
会保険労務士という資格でした。幸いにして2回目の受験
で合格。2002年に独立開業の一歩を踏み出しました。

ITが苦手な”昭和世代”も安心、手厚いサポー
トが決め手に

⿟スマキテの導入前はどのような課題をお持ちでしたか？
事務所の業務が拡大し、お客さまが増えていくなかで、より
効率的な就業規則の管理システムが必要だと感じていまし
た。以前は主にWordの機能を利用していたのですが、就業
規則の変更履歴の管理がしづらい、法改正に伴う新旧対照
表の作成に手間がかかる、文書の体裁を整えるのが難しい
といった課題がありました。
実は以前、別のサービスも試してみたのですが、私自身のニ
ーズやワークスタイルとマッチしないところがありまし
た。そんなときに兵庫県の社会保険労務士協同組合主催の
イベントで出会ったのがスマキテでした。新日本法規出版
という歴史ある会社が提供しているサービスなので、安心
感がありました。また、営業担当の方の手厚いフォローがあ
ることも導入の決め手になりました。私は”昭和世代”でIT
にあまり強いほうではないので、丁寧にフォローしてくれ
るのはとてもありがたいですね。

「新旧対照表」が圧倒的に便利！時間短縮と品
質向上を両立

⿟普段はどのようにスマキテを利用されていますか？
特に今年の春は育児・介護休業法が改正されたため、規程
の見直しや新旧対照表の作成など、現在フル活用している
ところです。また、新規のお客さまからいただいた資料をス
マキテに入れて整え、気になるところについて新旧対照表
で改訂のアドバイスをするのに使っています。参考となる
規程ひな形も入っているので、自分が持っていないものに
ついて確認することもあります。

導 入 活 用 事 例
P-Brain 社会保険労務士法人
福本俊和先生

所在地：兵庫県
従業員規模：5 名
導入時期：2024 年 1 月
導入プラン：スタンダードプラン

今回お話を伺った先生
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総合法令情報企業として、これからもお客様と共に
設立：昭和23年1月14日
資本金：9億1,050万円
国内事業所：本社総轄本部、本社別館・名古屋支社、関東支社、
東京本社・支社ほか札幌・仙台・大阪・高松・広島・福岡営業所

当社は1948年の創業以来、70年以上にわたり、法規関係書籍を中心とした出版事業を展開してまいりました。1948年に最初の法規書
籍を発刊してから、加除式書籍の既刊書は600種類を超え、単行本は年度版法令書、専門家向け各種実務書など数多くの出版物を発刊し
ております。また、電子媒体独自の機能や操作性を考慮したオンライン書籍、電子書籍
も発売しております。さらに、2021年には新日本法規出版の雛形規程及び解説を搭載
したナレッジ管理エディタ「スマート規程管理」のリリースや、法律情報をワンストッ
プでご提供するオンラインデータベース「LEGAL CONNECTION」をリリースする
など、これまで培ってきたノウハウや知識・知見、ネットワークを活かし、テクノロ
ジーを利用したソリューションサービスの提供を今後も積極的に行ってまいります。

※サービスの問い合わせ先は次ページをご参照ください。

⿟実際に使ってみて、どのような効果を感じられていますか。
何より新旧対照表をきれいに作れるのがありがたいです
ね。新旧対照表の作成作業だけでも1〜2時間は削減された
感覚があります。また、文書体裁をきれいに整えるという点
でも非常に助かっています。Wordだと体裁が崩れたり、修
正履歴がわからなくなったりしますが、スマキテを使えば
それが一度の操作で解決します。

⿟特に気に入っている機能は何ですか？
やはり新旧対照表ですね。お客さま、特に役員会に資料を提
出しなければならない担当者の方に喜ばれています。また、
表記揺れの自動検出・補正機能によって、表記揺れについ
て指摘されるお客さまへの対応もしやすくなりました。
正直なところ、すべての機能を理解できているわけではあ
りませんが、単純なことでも担当の方にサポートしてもら
えるので、安心して使い続けられています。

スマキテは「早めの導入」が効果的

⿟どのような方にスマキテをおすすめしたいですか？
開業して5年目くらいの方にはピッタリだと思います。開
業間もない1〜2年目だとランニングコストの回収が難し
いかもしれませんが、ある程度お客さまが増えてきたらな
るべく早めに導入すると便利だと思います。

また、少人数で運営している事務所や一人で就業規則を扱
っている先生方にもおすすめです。保存ごとに記録が残り
履歴管理がしっかりできるので、ミスが少なくなります。

⿟最後に、事務所の今後の展望と、スマキテや新日本法規
出版への期待をお聞かせください。

社労士業界はニーズが高まっていく一方で、AIとの共存も
必要になっていくと思います。新日本法規出版には引き続
き専門的なサポートを提供していただきたいです。
当事務所としては、スマキテを含めたITツールを活用しな
がら、専門性を高めてお客さまによい情報やサービスを提
供していきたいと考えています。最近ではRPAも導入して、
手続き関係の自動化に取り組んでいます。特にこれからの
繁忙期には、ITツールの活用やDXを進めることで、効率よ
く業務を進める仕組み作りが重要だと考えています。

その他の導入事例はこちらをご覧ください↓

広告
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●これからの時代に寄り添う社労士事務所を目指して

私は2010年4月、社会保険労務士として独立開業しまし

た。それから15年、クライアントの皆さまに支えられなが

ら、着実に歩みを進めてまいりました。この15年間、積極的

な営業活動は一切行わず、すべてご紹介によって新たなご

縁をいただいてきました。ひとつひとつの案件に真摯に向

き合い、クライアントの期待に応えることを積み重ねた結

果、信頼の輪が広がっていったことを、何よりも誇りに思っ

ています。

独立当初から一貫して心がけてきたのは、「クライアント

の立場に立った提案をする」という姿勢です。単なる手続き

代行者ではなく、経営者の視点に立って課題を捉え、最適な

アドバイスを行うこと。時には耳に痛いことも率直にお伝

えし、クライアントの持続的な成長を支えることを信条と

してきました。企業を取り巻く環境は常に変化しており、法

改正への対応にとどまらず、各社固有の文化や事業戦略に

合わせた柔軟な支援を行うことを心がけてきました。

今、私たちを取り巻く社会は、かつてないスピードで変化

しています。デジタル技術の進化、少子高齢化、労働力不足、

多様な働き方の拡大――これらの変化に対応できる企業こ

そが、これからの時代に生き残り、成長していくと確信して

います。特に、コロナ禍を契機にDX（デジタルトランスフォ

ーメーション）の重要性は一気に高まり、柔軟な働き方の導

入や、業務の効率化は企業経営に不可欠なテーマとなりま

した。

こうした時代の要請に応えるべく、これから私は、クライ

アント企業のDX化支援、そして「働きやすい職場づくり」の

サポートに力を入れていきます。給与計算や勤怠管理、労務

手続きのクラウド化を提案・推進し、業務効率化と労務リ

スクの低減を同時に実現する支援を行ってまいります。ま

た、就業規則の見直しやハラスメント対策、育児・介護との

両立支援策の整備などを通じて、企業の魅力向上と人材確

保・定着に貢献していきます。

そして、それと並行して、私は自らの事務所の成長にも力

を注いでいきたいと考えています。

これまで、私は少人数で一つひとつの案件に丁寧に向き

合うスタイルを大切にしてきましたが、これからは、さらに

チームとしての力を高め、より大きな価値をクライアント

に提供できる事務所を目指していきます。そのために、スタ

ッフ一人ひとりの成長を支援し、専門性と人間性の両面を

磨ける環境づくりに注力していきます。単なる業務の遂行

にとどまらず、スタッフが自ら考え、提案し、クライアント

に寄り添える人材へと育成していくこと。それが、事務所全

体の力となり、ひいてはクライアントの発展にも直結する

と信じています。

私たちが目指すのは、労務の専門家であると同時に、企業

の成長を内側から支える「真のパートナー」です。社会の変

化を恐れることなく、クライアントとともに挑戦を続け、進

化し続ける。そんな事務所を、これからも築き上げていきた

いと考えています。

顧客に求められる社労士事務所へ
顧問先を増やそう！

現在、中小企業経営者の多くが社労士に期待することは、「最新の法制度や法改正の知識」「専門家としての明快な助言」「経営課題に対する問題
解決能力･コンサルティング力」です。『幹事社労士高度化事業』は、このような社労士に近づくことを目的とし、各種サービスの提供を行って
おります。このコーナーでは、『幹事社労士高度化事業』に協賛いただいている先生の声をお伝えいたします。

東京都　潮田　祥子（うしおだ　しょうこ） 氏
asana社会保険労務士法人

第108回第108回
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月額　11,000円( 税込 )

お問い合わせ
Tel : 03-4405-1333　　　　　ホームページはこちらを読み込んでください→

今だけのお得なキャンペーン

代理店募集中！

簡単に・安全にクラウド上で一括管理
Great sign は関連法案※に準拠した電子契約サービスです
※関連法案→電子署名法 (2001 年 )、電子帳簿保存法 (1998 年 )、e 文書法 (2005 年 )

その他各種認証取得しております→

こちらからお申込みいただくと、初月ご利用料金が無料になります
※キャンペーン適用される方は、大変お手数ではございますが、
お申込前にこちらの電話番号☎03-4405-1333 へご連絡ください

現在 Great sign は代理店を随時募集しております。
さらに詳しく知りたい、代理店になりたい方はこちらを参照ください→

認定タイムスタンプISO/IEC27001取得
（登録番号 IM1715）

JIIMA 認証

オンライン電子契約サービス

専用お申し込みフォーム
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✈

■♪あなたなら～どうする♪
外国人を雇用する際に重要なのが「在留資格」である。日

本人の雇用の際にはこんな話しは出てこない。在留資格と
は、外国人が日本に滞在し、活動できる範囲を定めた制度
だ。大きく分けて一定の条件のもと報酬を得て就労できる

「就労系在留資格」と、その人の身分について許可されてい
る「身分系在留資格」に大別される。後述のラジャン君とオ
リヴィアさんがその例である。これらの大きな違いは、就労
系在留資格は許可の条件に学歴、経験年数、一定の資格など
が求められ、許可された範囲でのみ就労ができるというも
のに対して、一方の身分系在留資格は、就労系在留資格のよ
うな許可された範囲というものがなく、基本的には法に触
れない限りはどのような仕事にも就くことができるとい
う、外国人にとっても雇用する企業側にとっても、この上な
く便利な在留資格になっている。

私は、この身分系在留資格のことを「スーパーV I P プラ
チナ資格」と呼んでいる。水戸黄門の印籠のようなイメージ
である…「この紋所が見えないのか～」。

ではここで、実際によくある質問の中から事例を3つ紹
介しよう。

【第1話　アルバイトを正社員として雇用したい】
さて、社労士である中山先生はどう答えますか？
聞かなかったふりして逃げますか？
的確なアドバイスができますか？
さぁ～♪あなたなら～どうする♪

●登場人物
・中山社労士（コンビニ丸の内店の顧問社労士）
・鈴木社長（コンビニ丸の内店のオーナー）
・ラジャン君
（コンビニでアルバイトとして働くベトナム人で来春
専門学校を卒業予定）

・オリヴィアさん
（コンビニでアルバイトとして働くカナダ人で日本人
と結婚している）

あるとき中山社労士は、鈴木社長からこんな相談を受けた。

鈴木社長：先生うちもおかげさまで繁盛しており、人手
不足に悩んでいるところなんです。そこでバイトのラジ
ャン君が来年専門学校を卒業し
たら、ぜひともうちに正社員とし
て就職してほしいと考えている。
彼は仕事熱心で真面目だしすで
にレジ打ち業務も把握しており、
うちとしてはどうしても彼に残
ってもらいたいのだが…。

中山社労士：鈴木社長、ラジャン君は卒業してもここに
就職して今まで通りのレジ打ちの仕事では、在留資格が
許可されないのです。

鈴木社長：えっ！…なんで…？？

中山社労士：それは就労系の在留資格にコンビニでのレ
ジ打ち業務に該当する在留資格が存在しないからです。
現在は『留学』という在留資格で、かつ資格外活動許可を
得ているので週に28時間以内でのレジ打ちのアルバイ
トは認められていますが、正社員での就労はできないの
です。

鈴木社長：なるほど（涙）…では、オリヴィアさんの場合
はどうなるのかな？

中山社労士：オリヴィアさんは日本人と婚姻をしており
『日本人配偶者等』の在留資格を持っていますので、彼女
が希望すれば仕事の種類に関係なくアルバイトからフル
タイムでの雇用が可能です。この日本人配偶者等の在留
資格は就労制限がなく、日本人と同じ仕事をすることが
できるので会社にとっても本人にとっても便利な在留資
格なのです。

鈴木社長：なるほど…よくわかった。

ご存じ“いしだあゆみ”さん1970年のヒット曲だが、外国人雇用の進む現在において、顧問先の企業から外国人の雇用に関しての質問を受ける
機会も当然に増えてくるものと思われる。
こんなとき！社労士先生♪あなたなら～どうする♪についてお話ししよう。
その前に、前号では外国人雇用に際して、社会保険労務士、行政書士それぞれが得意な分野で顧問先を法的リスクから守る重要性について解説
したが、今号では企業が外国人雇用をする際の注意点や在留資格のポイントにつて解説する。

第2回　こんなとき！社労士先生　♪あなたなら～どうする♪

行政書士　村上法務事務所　代表／行政書士（申請取次行政書士）　村上　勝昭（むらかみ かつあき）氏
大阪市出身 – 外国人の在留手続き専門行政書士。
前職は大手旅行会社でツアーコンダクターとして世界を飛び回り、定年退職後に愛読書を観光ガイドブックから六法全
書に切り替えて、2017年に行政書士資格を取得した異色の行政書士。
資格取得後、専門学校の留学生へ日本の観光産業を教える非常勤講師として勤務したが、彼らからの質問や相談は授業
内容ではなく、もっぱら在留資格に関するものばかりであった。
これらの経験を踏まえ、外国人の在留許可申請や身分手続きを専門にサポートする申請取次行政書士として現在活動中。
また、大分県行政書士会副会長として会運営にも携わり、最近は新人行政書士向けに人気の業務である『入管業務実務オ
ンライン講座』も運営している。

避けては通れない！避けては通れない！『顧問先を守る入管法』『顧問先を守る入管法』
社労士と行政書士の協業の重要性社労士と行政書士の協業の重要性
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【第2話　留学生を新規採用のケース】

●登場人物
・中山社労士（株式会社ホテル浅草の顧問社労士）
・田中人事部長（株式会社ホテル浅草の人事部長）
・王さん（来春大学の文学部を卒業予定の中国人）

田中人事部長：来年の人材確保のため
に社員募集していたところ、中国人の王
さんが応募をしてきてくれました。これ
から面談等で注意すべきポイントがあ
れば教えてください。

中山社労士：お尋ねしますが…ホテル内で従事させる業
務は何ですか？日本人雇用と違って、具体的に就労業務
内容によって申請する在留資格が違ってきますし、業務
によっては許可されないこともあります。

田中人事部長：そうなんですか～。アフターコロナと最
近の円安の影響で中国からの予約が増えてきています。
これからも大幅に増えてくることが予想されるので、そ
れに対応するためにフロント業務に従事してもらおうと
考えているのですが…ただ時間のある時には部屋の清掃
やレストランの調理補助や配膳もしてもらいたいと思っ
ています…。

中山社労士：実際に中国人の宿泊者がどのくらい増加し
ているのかなどを詳細に説明することで、フロント業務
については許可される可能性は高いですが、部屋の清掃
や調理補助や配膳等の業務は許可されません。あくまで
も王さん自身の持つ専門的知識を生かした業務において
許可されるもので、いわゆる単純労働と呼ばれている業
務をさせることはNGです。それをすると最悪“不法就労
助長罪”で、本人はもちろん企業側にも刑罰が科せられる
可能性が出てきますので業務内容については慎重に考え
ることが重要です。

田中人事部長：それは大変（汗）。しっかりと考えなおし
てみますよ～。

【第3話　海外にいる外国人を日本へ呼ぶケース】

●登場人物
・中山社労士（株式会社後藤建設の顧問社労士）
・後藤社長（株式会社後藤建設の社長）
・グエン君
（以前に後藤建設で技能実習生として働いていたが期
間満了で母国ベトナムに帰国している）

後藤社長：以前に技能実習生として我社で働いてくれて
いたベトナム人のグエン君をこの度、特定技能在留資格
で呼び寄せたいのだが、どのような手続きが必要になる
のだろうか？

中山社労士：この場合は、在留資格認定証明書交付申請
という申請をすることになりますが、当然にグエン君は
日本にいないわけですから、グエン君に代わって御社が
入国管理局に対して、必要書類を準備して申請すること
になります。

その流れは、ざっくりとこのようになります。通常は企業
から行政書士へ委任をして、必要書類をそろえて入国管理
局へ申請手続きをする→入国管理局より交付を受けた『認
定書』を海外にいるグエン君へ郵送又はメール送信→グエ
ン君が在日本大使館又は領事館に対して、日本へ渡航する
ためのビザ申請を行う→ビザを取得した後に日本へ入国す
る→日本へ到着後に在留資格（在留カード）を受け取り就労
することになります。

後藤社長：なるほど～よくわかりました。

※これらはフィクションであり登場人物及び店舗・企業は架空のものです。

最後に在留カードを持っている外国人を採用する際の在
留資格の確認（在留カードの見方）について解説する。
〇確認すべきポイント

引用：出入国在留管理庁

①在留資格
ここが留学とか家族滞在になっている場合は、フルタイ

ムでの雇用不可（②参照）。
③有効期限

当然期限が徒過していれば、不法滞在状態になるので、こ
れらの者を雇用することはNG。
④在留カード番号から、このカードが有効であるか失効し
ていないかを確認することができる。

■まとめ
ここまで紹介してきたように、外国人を雇用しようとす

る企業から多岐にわたる質問が来ることが予想される。
実際にひとくちに外国人雇用の在留資格といっても、約

30種類以上もある。在留資格の中から顧問先企業の業務に
従事することができる在留資格を見極め、その外国人が在留
資格の要件や条件を満たしているのか、さらに企業規模によ
りどのような書類をそろえて提出すればいいのかなど、疑問
もたくさん出てくるだろう。そんな時こそ【かかりつけ申請
取次行政書士】との連携を持たれることお勧めする。

次号最終回（3回目）は、実際に雇用した外国人に不法就
労させないため注意点や企業側の【知らず知らずに不法就労
に関わってしまうケース】などを紹介するのでお楽しみに♪

� （つづく）

在留カード等番号
失効情報照会



若者が都市部へ流出する中、地方にいくほど人手不足感が
強くなるため、企業の生産性向上に従業員のモチベーション
管理が欠かせません。

ここで重要なのがハーズバーグの二要因理論です（図表）。
皆さんはご存じと思いますが、経営者で知っている人はあま
りいません。この機会におさらいし、関与先にお伝えいただけ
ればと思います。
〇ハーズバーグの二要因理論の図解

ポイントは「衛生要因」と「動機付け要因」の2つを理解し明
確に分けること。衛生要因（賃金、労働条件、対人関係など）が
不十分だと不満が生じますが、充実させても満足やモチベー
ション向上には直結しません。一方、動機付け要因（成長機会、
承認、やりがいある仕事など）は積極的なモチベーション向上
につながります。

例えば、給与を5,000円上げても、年間休日を増やしても、
社内風通しを良くしても、不満は減少しますが、それだけでモ
チベーションは上がりません。従業員の働きがいを向上させ
るには、動機付け要因へのアプローチが必要です。

近年は賃上げの機運が高まっているため、よく経営者から
「社員のモチベーションを上げたいのですが、いくら賃上げす
ればいいでしょうか」と聞かれます。前述したように、給与を
アップしても基本的にモチベーションは上がりません。この
際、大事なのは賃上げをしない場合のリスクを認識してもら
うことです。モチベーションが下がる、離職率が上がる、求人
へ応募が来ない等が考えられ、それを解消するために賃上げ
をするという流れが自然です。

また、「働きやすさ」と「働きがい」を両立させるのが理想で
す。近年の働き方改革で、残業減少や休日増加など働きやすさ
は向上していますが、働きがいは日本では低空飛行が続いて
います。働きがいは経費をかけずに向上できる点も多く、特に
地方企業にとって重要な取り組みです。参考までに、働きがい
を高める具体的施策を以下にご紹介します。

1．�継続的な学びの機会提供: 研修やセミナー、資格取得支
援など、成長を感じられる機会を設けることで、従業員
は自身の能力向上を実感できます。

2．�権限や責任の拡大: 社員の経験や意欲に応じて、昇進や
新プロジェクトなど能力を拡大させる機会を与えるこ
とで、会社からの期待を感じ、モチベーションが高まり
ます。

3．�承認の仕組み構築: 社内表彰やありがとうカードなど、
承認欲求を満たす仕組みをつくることで、経営者の予想
以上の効果を生みます。

4．�地元への貢献感の醸成: 特に地方では、顧客や地域への
貢献感が強いモチベーション源になります。顧客からの
感謝の声を社内で共有する仕組みを作りましょう。

5．�仕事の意義の明確化: 日々の同じ作業の繰り返しでマン
ネリ化しやすい業務でも、誰がどれだけ助かっているか
を定期的に説明することで意義を再認識させます。

このようなモチベーション向上施策を実施しても、気持ち
の内面ゆえ、効果が分かりにくい場合があります。例えば、ク
ラウドサービス「Wevox」などを活用すれば、毎月3分程度の
アンケートで「成長に対する承認」、「やりがい」、「ワークライ
フバランス」などの状況を数値化・グラフ化でき、必要な改善
アクションに繋げられます。300円/人という料金体系も地方
の会社にとっても利用しやすいと思います。

人材不足時代を生き抜くためには、単なる賃金アップより
も、働きがいを高める仕組みづくりに注力し、社員の心理的報
酬も満たす環境整備が必要です。地方企業こそ、つながりの強
さを活かした独自の施策で、社員がイキイキと能力を発揮で
きる職場を構築していきましょう。

� （つづく）

本田社会保険労務士事務所　社会保険労務士　本田　淳也（ほんだ　じゅんや）氏
1975年青森県深浦町生まれ。
青森市の本田社会保険労務士事務所代表。社労士としての一般的な給与計算、労働社会保険手続き、労働相談、就業
規則作成等のほかに、社外人事部長として社員がイキイキ働ける組織づくりをサポートしている。著書「人手不足
時代を生き抜く地方の会社の人事戦略」（労働新聞社）、「自動車整備業の経営と労務管理」（日本法令）。猫にはまっ
ている50歳。

都市部と比べ地方には苦しい経営が続いている会社が多く、さらに今後は人手不足が運営を圧迫し、ただでさえ生産性が低く、資金が乏しい地
方会社の経営難度が押し上げられます。そんな中、“社労士として頑張っている地方の会社を応援したい“という思いから書籍「人手不足時代を
生き抜く地方の会社の人事戦略」を出版しました。本稿では、この書籍の内容に沿って、全4回にわたり連載でご紹介していきます。

第3回　社員にイキイキと能力を100％発揮してもらうべし（モチベーション向上支援）

人手不足時代を生き抜く地方の会社の人事戦略
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広告

主な特長

【制度運営者】

大同生命グループ

【お問合せ先（委託先会社）】
【新規お問合せ専用】

通話料
無料

９：30～16：00（土・日・祝日・年末年始を除く） nss-inquiry@nss-jp.com

不明点は
コールセンターに照会

専門スタッフが
サポート

全国約1,100の
金融機関を利用可能

全国最大規模の
口座振替ネットワーク

安心・明瞭な
ご利用料金

専用ソフト不要で
パソコン操作も簡単

初期費用
０円

利用しない月の
利用料金０円 請求明細書・口座振替の

ご案内ハガキは
インボイス制度に対応

インボイス制度
に対応

Invoice

振替内容

インボイス制度
対応

（Ｅタイプ）

顧問料

タイプ Ｅタイプ PCのWeb画面からデータ入力 Ｅタイプ PCのWeb画面からデータ入力

利用料金等

振替日 ８日、22日 ８日、22日、27日

ナビゲーター さくら

現金・小切手の準備や
振込の手間・
手数料が省けます。

✓

集金時の紛失・盗難の
リスクを解消、
未払いも軽減。

✓

貴事務所の
集金・請求業務の
効率化も可能に。

✓

全国社会保険労務士会連合会共済会

ご利用料金
（税別） 2,000円＋請求1件×112円 〈100口座未満の場合〉7,500円＋請求1件×37円

〈100口座以上の場合〉請求1件×112円

口座振替
システム
口座振替
システム

パソコン操作による
請求・入金管理が可能な

請求明細書
請求明細をPDFで提供

無料

請求明細書
請求明細をPDFで提供

無料

案内ハガキを顧問先あて発送
口座振替のご案内ハガキ 口座振替のご案内ハガキ

案内ハガキを
顧問先のお客さまあて発送

ご利用例

有料オプション
ハガキ１通につき

作成料15円（税別）+郵送料

有料オプション
ハガキ１通につき

作成料15円（税別）+郵送料

請求件数
5,360円
7,600円

179円
152円

8,610円
9,350円

287円
187円

ご利用料金 １件あたり ご利用料金 １件あたり
30件
50件

社会保険労務士先生向け 顧問先向け

営2430　2024/08
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第１回　介護業界の離職の現状と対策

介 護 業 界 の 課 題 と 対 応 策介 護 業 界 の 課 題 と 対 応 策

新年度になり、介護事業所・施設の皆様から、「多くの退職
希望者が出て困っています。反省すべき点は反省し、これ以上
の退職者を防ぎたい」というご相談をいただいています。

介護労働安定センターが2024年7月10日に令和5年度「介
護労働実態調査」の結果を公表しました。

■人材の確保・定着の状況
→依然として人材不足感が強いが離職率は低下傾向にある。

・事業所全体の従業員の「過不足感」は、不足と感じている回
答を合計すると64.7％になっている。

・より深刻な不足感を意味する「大いに不足」と「不足」の合計
も34.0％となっている。

・職種別では、特に「訪問介護員」において約8割に達している。
・訪問介護員、介護職員を合わせた2職種の採用率は、2021

年度を底に2年連続で対前年度比増となった（2023年度は
16.9%）。

・2023年度の離職率は13.1%。

■採用と職場定着を促進する要因
→労働者及び離職率が低下傾向にある事業所にとって、「職場

の人間関係改善」が職場定着の最大の要因となっている。

（採用が上手くいっている理由）
・職場の人間関係がよいこと（62.7％）
・残業が少ない、有給休暇をとりやすい、シフトがきつくない

こと（57.3％）
・仕事と家庭（育児・介護）の両立の支援を充実させているこ

と（47.9％）
・仕事の魅力ややりがいがあること（38.3％）
・事業所・施設の設備・環境が働きやすいこと（33.4％）

（現在の事業所に勤め始めた理由）
・通勤が便利だから（50.3％）
・仕事の魅力ややりがいがあるため（32.6％）
・職場の人間関係がよいため（31.4％）

■労働者の就業実態と仕事に対する意識
→「仕事の内容・やりがい」に関する満足度が高い。

・就業環境について、近年の有給休暇の取得率は毎年上昇
（2023年度は53.7％）。

・仕事の内容ややりがい、職場の人間関係・コミュニケーショ
ンなどの満足度は高い反面、賃金の満足度は低くなっている。

・前の職場で介護の仕事を辞めた理由としては、「職場の人間
関係に問題があったため」が34.3％で最も多く、対前年度
より6.8ポイント増加している。

・辞めた具体的な理由としては、「上司の思いやりのない言
動、きつい指導、パワハラなどがあった」が約半数（49.3％）
を占め、「同僚の言動（きつい言い方・悪口・嫌み・嫌がら
せなど）でストレスがあった」（38.8％）、「上司の管理能力

が低い、業務指示が不明確、リーダーシップがなく信頼でき
なかった」が上位であった。

私がご相談いただく具体的な離職の理由としては、様々な
ことが考えられます。例えば、

◯ 経営者も管理者も自分の話を聞いてくれない
◯ �現場の意見も聞かず、無理なことでも仕事だからと命令し

てくる
◯ 人が辞めてシフトがキツくなっても労いの言葉もない
◯ トップダウンで息が詰まる
◯ �上司は上に言われて指示を出すだけで現場の実情を理解

しようとしない
◯ �虐待、パワハラなど問題のある上司を経営者が放置し、新

しい事業にばかり目を向けている
◯ 職員を大事にせず使用人扱いする
◯ 責任と義務ばかり要求されて、何の権限も与えられない
◯ 経営陣の仲が悪く連携が取れておらず、会社全体が暗い
◯ �会社に新しい挑戦をしたり、職員の個性や可能性を広げた

りする意思がなく、発展性や将来性が感じられない

といった例があります。

今後の介護現場にとって、人材確保やそれにつながる職場環
境の改善は最重要の課題です。こうした例から、事業所・施設
の管理職やマネジメント層などの方は、自分の職場に問題がな
いか改めて考えてみる必要があるのではないでしょうか。

例えば、「上司の言うことが何度も変わり、朝の指示が夕方
には変わるので職員が振り回されている」という声。指示が変
わる場合は、その理由の説明と変わったことへの謝罪が必要
です。また、「都合が悪いことは部下の責任にして、自分は責任
から逃げる卑怯な上司がいます」というご相談もいただきま
した。常に保身ばかりで、上司と言う立場を利用して都合のい
いこと、悪いことをコントロールしていると、強い不信感を生
み出すことになります。

自分の権限で無理な指示出しや安易な判断もできる反面、
その結果の采配も可能という都合のいい立場の方もおられま
す。自分の指示や判断に責任を持たず逃げる上司は、責任をな
すりつけられないために常に予防線を張っていることもあり
ます。そうした方がいる場合、人間関係は益々こじれてしまう
でしょう。そして決まり切った言い訳が、「会社が悪い」「社長
が悪い」。誰かの責任にしても、職場内に建設的な会話は生ま
れません。ますます嫌な雰囲気になるばかりです。

今後の込み入った介護報酬改定に対応していくためには、
常勤・非常勤を問わず、職員ひとりひとりの協力が不可欠で
す。どうかお客様のみでなく、個々の職員の思いにも目を向
け、気配り、心配りのある事業所・施設運営のサポートをいた
だければ幸いです。

� （つづく）

株式会社ねこの手　代表取締役／介護コンサルタント　伊藤　亜紀（いとう　あき）氏
祖父母二人の介護と看取りの経験を機に、社会人入学にて福祉の勉強を始める。
98年、介護福祉士を取得し、老人保健施設で介護職を経験し、ケアハウスで介護相談員兼施設長代行を務める。　
その後、大手介護関連会社の支店長を経て、介護コンサルタント「株式会社ねこの手」を設立。
現在、旅行介助サービスや国内外の介護施設見学ツアーの企画、介護相談、介護冊子制作、介護雑誌の監修や本の出筆、連
載、セミナー講師、TVコメンテーター、介護事業所の運営・営業サポートなど、精力的に活躍中。現在、年間200回以上の
全国での講演やセミナーをこなす。特に介護記録の書き方や実地指導対策、介護業界の集客法、介護職のモチベーション
アップ、介護職の人材育成、離職率防止などの講義で全国的に高い人気を得ている。
2010年4月　子どもゆめ基金開発委員就任。
医療・福祉法人の顧問や大手介護会社のコンサルタントも多数務める。

新 連 載
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今回は、5月2日からスタートした「労働基準法における『労
働者』の在り方に関する研究会」（以下、「本研究会」とします）
について紹介します。なお、以下の記述は、5月1日に厚生労働
省から公表されている「労働基準法における『労働者』に関す
る研究会開催要綱」を参照しています。

1　本研究会の趣旨・目的
2024年1月から、今後の労働基準関係法制についての中長

期的な検討と、働き方改革関連法附則12条に基づく労働基準
法等の見直しについての具体的な検討を行うために、「労働基
準関係法制研究会」が開催され、本年1月8日に検討結果を取
りまとめた研究会の報告書が公表されています。

この研究会報告書においては、1985（昭和60）年に取りま
とめられた労働基準法研究会報告「労働基準法の『労働者』の
判断基準について」に関し、その作成後約40年が経過し、働き
方の変化・多様化に対応できない部分が生じているので、こ
の間に蓄積された事例・裁判例等を分析・研究し、学説も踏
まえて見直しの検討をすること、国際的な動向も視野に入れ
つつ総合的な研究を行うことの必要性について指摘がなさ
れ、厚生労働省において専門的な場を設けて総合的な検討を
行うべきこととされています。

そこで、厚生労働省は、労働基準法上の労働者性に関し幅広
い知見を有する専門家を参集し、労働者性の判断基準に関す
る分析・研究を深めることを目的として、本研究会を開催す
るに至りました。

2　本研究会の運営
本研究会は、厚生労働省労働基準局長が、学識経験者の参集

を求め、開催するものとされています。参集されたメンバーは
全9名で、いずれも学者の先生方です。また、本研究会、会議資
料及び議事録については、原則として公開とされています。

3　本研究会における検討事項
本研究会においては、以下の事項について、調査・検討を行

うものとされています。

①労働基準法上の労働者性に関する事例、裁判例等や学説の
分析・研究、プラットフォームワーカーを含む新たな働き
方に関する課題や国際的な同項の把握・分析

②労働基準法上の労働者性の判断基準の在り方
③新たな働き方への対応も含めた労働者性判断の予見可能性

を高めるための方策

4　今後の見通し
労働基準法全体の見直しに関しては、先に指摘した「労働基

準関係法制研究会」の報告を踏まえ、労働政策審議会労働条件
分科会において審議が継続中です。ただし、法第9条の労働者
の定義規定の見直しについては、本研究会での検討結果を踏
まえた対応が求められるものと思われます。また、「労働者性」
に関しては、労働基準法のみならず、労働安全衛生法や労災保
険法など、広く労働関係法令に関わるテーマです。したがっ
て、この論点については、近い将来（早ければ、来年の通常国会
で審議）に予定される労働基準法改正の対象には含まれない
のではないでしょうか。プラットフォームワーカーなど、新し
い働き方への対応は、当面は、指針や通達での対応にとどまる
ものと考えられます。

第79回　労働基準法における「労働者」に関する研究会

法改正は概ね「審議会等討議」「法律案提出・可決」「法律施行」の流れで進みますが、それぞれの段階でお客様に周知することで、規定改定等の意識付
けを強めることができます。また、法改正に至った社会的背景を把握することにより、より深くお客様に説明することが可能です。
この『法令改正最前線』コーナーでは、法改正のポイントを押さえつつ、その周辺の情報にも触れることによって、お客様へ説明する際の一助となるこ
とを目的としております。

社会保険労務士法人LEC
社会保険労務士　滝　則茂 氏

法令改正最前線

資格の学校『LEC東京リーガルマインド』資格講座割引受講のご案内
幹事社労士およびその職員の方は、資格の学校『LEC東京リーガルマインド』が扱う通学・通信講座を
一般価格より20％割引の特別価格にてお申込みいただけます！（一部の講座除く）ぜひご活用ください！
※お申込み方法は、中企団ホームページにログイン後「業務提携先サービスの利用方法、手数料」のページをご覧ください。
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～「106万円の壁対策」助成金の利用が拡大～
2025年4月24日刊行「労働新聞」メールマガジン　No.627　より

厚生労働省は、年収106万円の壁への対応として設置して
いるキャリアアップ助成金社会保険適用時処遇改善コースの
利用状況を明らかにしました。

同コースは、政府が令和5年9月に決定した「年収の壁・支
援強化パッケージ」の施策の1つで、8年3月までの暫定的な措
置として、5年10月に創設されました。受給するために必要な
キャリアアップ計画届の提出（受理）件数は、創設から4カ月
後の6年1月末時点では3749件でしたが、今年2月末時点で
はその6倍以上の2万2644件まで増えています。

計画届の提出企業のうち、84％（1万9013件）を従業員
100人以下の企業が占めました。

6年1月末時点では7割程度に留まっていましたが、昨年10
月から社会保険の適用が拡大され、51～100人規模の企業で
働く労働者にも新たに「106万円の壁」が生じることになった
ため、とくに100人以下企業で計画の提出が進んでいます。

提出された計画届から、5～7年度の間に、手当支給などに
よる賃金増加や、週所定労働時間の延長などの取組みを新た
に始める予定の労働者数をみると、6年1月末時点で計14万
4714人だったのに対し、今年1月末時点では計33万3026人
に達しました。

社会保険適用時処遇改善コースの利用が進むなか、厚労省

はさらに、130万円の壁に対応する新コースを設置する方針
です（労働新聞4月21日号1面、5月5日号1面）。

労働時間延長に助成　「130万円の壁」対策で　厚労省（労
働新聞4月21日号1面）
https://www.rodo.co.jp/news/196209/?utm_sourc
e=nl&utm_medium=email&utm_campaign=0627n

130万の壁対策　2年間で最大75万円　助成金に新コース　
省令改正し7月施行へ　厚労省（労働新聞5月5日号1面）
https://www.rodo.co.jp/news/197072/?utm_sourc
e=nl&utm_medium=email&utm_campaign=0627n

労働時間の延長または、労働時間の延長と賃金増加の組合
せによって労働者の収入を増加させる取組みを行った企業に
対して助成金を支給します。小規模企業については、処遇改善
の際の負担感が大きいことから、支給金額をとくに高めに設
定します。

現時点では、新コースは当分の間の措置として、今年7月1
日に創設される予定です。

自社のパート等に130万円の壁を越えて働いてもらいたい
と考えている企業においては、同コースに関する今後の動向
に注目してみてはいかがでしょうか。

～改正育介法の履行確保へ労働局が重点対応～
2025年4月17日刊行「労働新聞」メールマガジン　No.626　より

厚生労働省は令和7年度の地方労働行政運営方針におい
て、重点施策の1つとして、4月から段階的に施行されている
改正育児・介護休業法の履行確保を盛り込みました。

さらに、労働者に育児休業などの法定の両立支援制度を利
用させないといった権利侵害が疑われる事案や、育休取得を
理由とする不利益な取扱いが疑われる事案を把握した場合に
は、事業主に対する報告徴収（実態把握）や是正指導を積極的
に実施していくことを明記しています。

たとえば、千葉労働局では、妊娠・出産などを理由とする不
利益な取扱いに関する違反がめだつ医療、介護、保育業を中心
に、指導を強化します（労働新聞4月28日号4面）。報告徴収の
実施件数を昨年度の4倍に増やし、育介法の履行確保に向け
た是正指導を徹底します。

育介法　報告徴収件数を4倍に　改正内容の履行確認　医
療・介護業へ重点指導　千葉労働局（労働新聞4月28日号4面）

https://www.rodo.co.jp/news/196628/?utm_sourc
e=nl&utm_medium=email&utm_campaign=0626n

都道府県労働局が実態把握を強化するなか、企業が是正指
導を受けないようにするためには、厚労省が公表しているＱ
＆Ａの内容も確認しながら、規定整備などの対応を進めるこ
とが大事です。

Ｑ＆Ａでは、男性育休取得率などの公表義務の対象企業が
従業員1001人以上規模から301人以上に拡大されたことに
関連して、企業の決算時期ごとの初回の公表期限を紹介して
います。たとえば事業年度末（決算時期）が3月の場合の期限
が令和8年5月末であるのに対し、3月や4月の場合には、順に
今年6月末、7月末に公表期限を迎えるため、注意が必要です。

今年10月に施行される、事業主が複数の措置から2つを選
択して講じる「柔軟な働き方を実現する措置」の義務化につい
ては、「始業時刻等の変更」の措置に含まれる「フレックスタイ
ム制」と「始業終業時刻の変更」のどちらも労働者が選べる制

労働新聞は、創刊70年の実績を誇る人事・賃金・労務の総合情報紙です。本稿では、労働新聞購読者が購読できるメールマガジンに掲載されて
いる労働新聞編集長のコラムから、毎回厳選した記事をご紹介いたします。

～労働新聞編集長の労働関連コラム～

編集長 の

気ままに労働雑感

労働新聞社　労働新聞編集長　金井　朗仁 氏

日本大学法学部卒、SP（セールスプロモーション）企業勤務を経て、平成15年に労働新聞社編集局入社。労働新聞のニュース記事、論説記事「今週の視点」
などを執筆。労働基準監督署、都道府県労働局、都道府県労働委員会、地方自治体などの地方ニュース担当の後、経済団体および中央省庁担当記者に。

第22回第22回
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度を設けたとしても、2つの措置を講じたことにはならない
と指摘しています。

企業においては、規定整備に万全を期すとともに、見直した
規定を適切に運用していってもらいたいと思います。

～学び直しガイドラインで最新の公的支援メニュー紹介～
2025年4月10日刊行「労働新聞」メールマガジン　No.625　より

厚生労働省はこのほど、労働者の学び・学び直し（リスキリ
ング・リカレント学習）に関する公的支援メニューを紹介し
ました。
「職場における学び・学びガイドライン　別冊」を改訂しま

した。令和4年6月に策定された同ガイドラインでは、職場にお
ける人材開発（人への投資）の抜本的な強化に向け、人材開発へ
の基本認識や労使の取り組むべき事項などを示しています。

その別冊は、ガイドラインで示した取組み事項を実践する
際に活用できる公的支援策と企業事例をまとめたもので、毎
年、最新の内容に改めています。

自社の人材の能力向上が課題になっている場合は、ガイド
ラインの内容を確認しつつ、別冊で紹介されている最新施策
の活用を検討してみてはいかがでしょうか。

ガイドラインでは、取り組むべき事項として、「職務に必要
な能力・スキルの明確化」、「学び・学び直しの方向性・目的
の共有」、「教育訓練プログラムや教育訓練機会の確保」、「学
び・学び直しのための時間の確保」、「費用の支援」などを掲げ

ています。

改訂版別冊では、訓練機会の確保や、費用の支援に対応する
メニューの1つとして、今年度から賃金助成額を引き上げた
人材開発支援金（人材育成支援コース、人への投資促進コース
など）を紹介しています。

訓練を実施した場合の1人1時間当たりの賃金助成額につ
いて、たとえば、労働者に対して職務に関連する知識・技能を
習得させるための訓練を行った事業主を対象とする人材育成
支援コース（人材育成訓練）は、昨年度までの960円（賃金要件
を満たした中小企業）から1000円（同）に引き上げました。有
期労働者に訓練を実施した場合の経費助成率も、原則60％だ
ったものを同70％に引き上げています。

改訂版別冊で取り上げている支援策は、計28施策に上りま
す。人材育成の強化を検討する際には、ぜひ参考にしてもらい
たいと思います。

※本稿はメルマガ発刊時点での情報で作成されております。会報誌発刊時点での状況とは異なる可能性もございますので、予めご了承ください
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■ はじめに
企業型確定拠出年金（以下、企業型DC）について、顧問先の

経営者や人事担当から「iDeCoとの違いは？」「NISAだけで
十分では？」と尋ねられる機会が増えていませんか。いずれも

“資産形成”を目的とした制度ですが、内容や活用方法は大き
く異なります。今回は、企業型DC・iDeCo・NISAの違いを
整理し、あわせて令和7年度税制改正のポイントについても
確認していきましょう。

■ 企業型DCとiDeCo──「掛金を誰が拠出するか」
確定拠出年金には「企業型DC」と「個人型（iDeCo）」の2種

類があります。どちらも“拠出した資金を運用し、60歳以降に
受給する”という骨格は共通していますが、「掛金を誰が拠出
するのか」が異なります。

・企業型DC
企業が掛金を拠出し、従業員がマッチング拠出で上乗せ
できる仕組み。企業拠出分は、全額損金算入かつ非課税
扱いで、社会保険料の対象外です。

・iDeCo
加入者本人が自分の可処分所得から積み立てを行うた
め、会社の導入状況に関係なく始められます（年齢制限
あり）。掛金は全額所得控除の対象となり、節税メリット
がある一方、拠出原資はあくまで個人負担です。

企業型DCは企業が制度を導入していなければ加入できな
い一方、iDeCoは金融機関で手続きを行えば原則として誰で
も始められるという“手軽さ”が魅力といえます。

■確定拠出年金とNISA──“老後資金専用枠”か“自由投資枠”か
NISAは、毎年一定額までの投資で得られた運用益が非課税

になる制度で、老後資金に限らず幅広い目的で資産形成を行
えるのが特徴です。必要なときにいつでも売却できる“流動性
の高さ”も大きなメリットと言えます。

一方、確定拠出年金は、「老後資金を準備する」ことを主目的
として設計されているため、原則60歳になるまでは資金を引
き出せません。しかし、掛金拠出時・運用時・受取時の3段階
で税制優遇があることが最大の強みです。

確定拠出年金（企業型DC・iDeCo） NISA
目的 老後資金の積立 幅広い資産形成
拠出主体 企業＋個人(DC) or 個人(iDeCo) 個人
税制優遇 拠出時・運用時・受取時いずれも優遇 運用益のみ非課税
流動性 60歳まで原則引き出し不可 いつでも売却可

NISAは「中期的に資産を増やし、必要なタイミングで引き
出したい人」に適しており、確定拠出年金は「老後資金を手厚
く準備し、節税効果を最大限に活かしたい人」に適した制度と
言えます。

■令和7年度税制改正の主なポイント──確定拠出年金はど
う変わる？
令和7年度税制改正大綱においては、確定拠出年金につい

て次の提言がされました（開始時期未定）。

1．掛金限度額の引き上げ
企業型DCの月額上限を5.5万円から6.2万円へ、iDeCoに

ついては、企業年金のない会社員の場合、月額上限が2.3万円
から6.2万円まで引き上がります。自営業者等はiDeCoの上
限が6.8万円から7.5万円へ引き上げられる方向です。拠出額
の増加により、老後資金形成の加速が期待されます。

区分 現行（月額上限） 改正後〈予定〉
会社員

（企業年金あり）
合計で月5.5万円

（iDeCoの上限は2万円）
同6.2万円

（iDeCoの上限は撤廃）
会社員

（企業年金なし）
iDeCoで月2.3万円 同6.2万円

自営業 国民年金基金の拠出額と
合計で月6.8万円

同7.5万円

2．マッチング拠出の制限撤廃
これまでは「事業主掛金を超える加入者の拠出はできない」

という縛りがありましたが、これが撤廃され、事業主掛金を超
えて加入者自身が掛金を拠出することが可能になります。

3．iDeCo加入・拠出期間の延長
従来65歳までとされていた拠出期間を最長70歳未満まで

延ばすことが検討されており、高年齢者が再雇用や多様な就
労形態で長く働くこれからの時代に即した制度となる見込み
です。

■ まとめ
iDeCoやNISAなど、同じ“資産形成”というキーワードで

語られる制度はいくつかありますが、掛金の出どころや税制
優遇の内容、引き出し制限期間といった要素はそれぞれ異な
ります。税制改正により、拠出枠の拡大や制度の柔軟化が進め
ば、確定拠出年金の関心は更に高まり、経営者からの問い合わ
せが増えることが予想されます。

次回（第3回）では「なぜ社労士が企業型DCを扱うべきなの
か」をテーマにお伝えします。お楽しみに。

� （つづく）

社会保険労務士法人総合経営サービス肥後労務管理事務所　代表　白井　章稔（しらい　あきとし）氏
社会保険労務士法人総合経営サービス肥後労務管理事務所 代表社員。現在、3拠点で事業を展開し、スタッフ数は約90
名。働く人と企業がともに成長できるように総合的なサービスを提供している。
企業型確定拠出年金（DC）の導入支援は累計800社を超え、昨年だけで250社をサポート。退職金制度の見直しや社員説
明会、CFP資格を活かした投資教育にも力を注ぎ、企業と従業員の将来を見据えた制度づくりに取り組む。最適な退職
金・福利厚生プランを提案することで、経営者と従業員がより豊かな働き方を実現できるよう尽力している。

最近、顧問先から聞かれる“確定拠出年金”最近、顧問先から聞かれる“確定拠出年金”
── 基本を押さえて提案力アップを基本を押さえて提案力アップを

第２回　第２回　企業型DCとiDeCo、そしてNISA──令和7年度税制改正を見据えた“資産形成”の考え方企業型DCとiDeCo、そしてNISA──令和7年度税制改正を見据えた“資産形成”の考え方
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広告

社 労 士 事 務 所 の 実 務 に 活 か せる 知 識 を
すきま 時 間 で 学 べる「 オンライン 学 習 」サ ー ビス

❷最新情報をいち早くキャッチ
厚労省の審議会情報や通達などの最新情報を、
社労士業務に関連するポイントだけに絞って要約。

❸ PowerPoint資料が
　  ダウンロード可能

❹セルズソフト活用法を
      動画解説

法改正の説明資料など、顧問先への情報提供に
便利なPowerPointテンプレートを毎月配信。

『台帳』『Cells給与』『FORROU』『最適給与クラウド』
で業務効率化をかなえるコツを徹底解説。

運 営 会 社：株 式 会 社 セルズホ ー ルディングス
広告主：株式会社セルズ

●プラン比較表

※2026年5月31日までに有料プランにお申込み・決済いただいた方に適用される価格です。
※本ページ記載の情報は2025年5月時点のものです。内容は予告なく変更されることがあります。

有料プラン

料金

内容

無料プラン

月額5,000円 ➡ 4,000円（税込）
※登録初月は無料！ 0円

※期間制限なし

すべての動画や資料を制限なくご利用可能
一部コンテンツを

お試し可能

リリース記念！期間限定特別価格※

まずは無料で
お試しください

・・

ロウカレ

顧問先支援に強くなる！ 『ロウカレ』    つのポイント4

https://rou-colle.com

❶実務に役立つ講義動画
社労士受験講座「セルズアカデミー」の講義
から、実務に直結する内容を厳選。

労基法の変形労働時間、育児休業
の法改正など日々の業務の背景に
ある法律への理解が深まります。

話題の労務トピックの背景を
理解することで、顧問先への対応に
自信がつきます。

カスタマイズOK！厚労省のパンフ
レットを加工する手間なく、短時間
で資料作成が可能です。

手続き業務や給与計算をより
スムーズに！ 現場目線のノウハウを
お届けします。

学びと実務をつなぐ

労務カレッジ
学びと実務をつなぐ

労務カレッジ
学びと実務をつなぐ

労務カレッジ
2025年6月

リリース!

スマホにも対応スマホにも対応
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■エンゲージメント後進国、ニッポン
企業における人手不足感や若年層の離職率の高まりも相

まって、企業の人事部門においては社員のエンゲージメン
ト向上が一大テーマとなっている。エンゲージメントに関
する有名な調査の1つに、アメリカのギャラップ社の調査
があるが、日本ではエンゲージメントが高い従業員の割合
はわずか5％にとどまっている（グローバル平均は20％）。
エンゲージメントには「従業員エンゲージメント」と「ワー
ク・エンゲージメント」の二種類がある。前者が会社・組織
と従業員の関係性にフォーカスしたものだとすれば、後者
は「仕事そのものと個人」との関係性を示す概念だといえ
る。アカデミックな世界でエンゲージメントに言及する際
には、「ワーク・エンゲージメント」のほうが主流の概念と
なっている。

■ワーケーションでワーク・エンゲージメントが向上
図表1：ワーケーションとワーク・エンゲージメントの関係性

南紀白浜エアポート、TIS、NTTデータ経営研究所が行っ
た実証実験では、「東京での在宅勤務」と「ワーケーション」
でどう変わるかを比較分析している。ワーケーションを行
った参加者のワーク・エンゲージメント（活力指標）が四日
目に23.9％上昇し、帰京後四日を経ても15.9％と高い水準
を維持した。数字だけでも効果は明白だが、この本質を理解
するには二つの概念を押さえる必要がある。

■ジョブ・クラフティングと越境学習
第一の概念はジョブ・クラフティングである。「働く人一

人ひとりが、主体的に仕事や職場の人間関係に変化を加え、

与えられた職務から自らの仕事経験を創りあげるプロセ
ス」と定義される。三人のレンガ職人の逸話が例として分か
りやすい。

図表2：ジョブ・クラフティングのイメージ（3人のレンガ職人 ）

「何をしているのか？」とレンガ職人に尋ねたときに、「見
たら分かるだろう。親方に指示されたからレンガを積んでい
る」という職人もいれば、「歴史に残る大聖堂を建てている」
と語る職人もいる。同じ作業でも、自分で意味を編み直した
瞬間に仕事は生き生きと立ち上がる。実際、ジョブ・クラフ
ティングによってワーク・エンゲージメントが上昇し、心理
的ストレス反応が低下するという研究結果も出ている。

第二の概念は越境学習である。法政大学の石山恒貴氏は
「ホームとアウェイを往還することで生まれる学び」と説明
する。日常の職場（ホーム）から離れ、価値観やルールが通じ
にくい場所（アウェイ）に身を置くと、違和感や葛藤により
新しい視点を獲得できる。ワーケーションを通じて都市部
のオフィスでは感じることができないような地域課題に触
れ、普段とは異なる地域のステークホルダーと対話する機
会は、まさに越境学習そのものである。自らの仕事に対する
認知を問い直すという行為は、ホームである日常空間で行
うことはやはり難しい。日常の空間から精神的にも物理的
にも少し距離を置いて、アウェイの空間で仕事について考
えてみることが重要だ。ワーケーション先でのジョブ・ク
ラフティング体験が、仕事そのものに対するやりがいを取
り戻し、結果としてワーク・エンゲージメントの向上へと
結びついていく。 エンゲージメント向上に悩む企業には、
ぜひ「ワーケーション」を積極的に活用してもらいたい。

� （つづく）

第4回　「エンゲージメント向上」とワーケーション

経営戦略としての経営戦略としてのワーケーション入門ワーケーション入門
岩田社会保険労務士事務所　日本ワーケーション協会公認ワーケーションコンシェルジュ
岩田　佑介（いわた　ゆうすけ） 氏

パソナにて官公庁の地方創生プロジェクトの立ちあげに従事した後、ライフネット生命保険の人事部長としてテ
レワーク、働き方改革やダイバーシティ戦略を統括。その後、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングで組織人事
コンサルタントを務める。2021年より社会保険労務士事務所を開業し、観光庁「新たな旅のスタイル促進事業」

「ワーケーション推進事業」アドバイザーに就任。
著書：�『図解 労務入門』（共著、ディスカヴァー・トゥエンティワン）、『経営戦略としてのワーケーション入門』（金

融財政事情研究会）、『ベンチャー・スタートアップ企業の労務50のポイント』（セルバ出版）
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1．はじめに
社労士としての製造業の支援。中小企業経営に必要な原価

計算についてシリーズでイラスト図解してきましたが、今回
と次回（最終回）は「より理解を深めるために･･･」ということ
で「教養編」になります。

当シリーズ、第1回目・第2回目では「価格交渉から見る原
価計算の必要性」の切り口で、価格交渉を皮切りに、すべての
ビジネスパーソンに原価計算の知識が必要であることを説明
し、原価計算基準の紹介をしてきました。

続いて、第3回目・第4回目では「キホン用語から見る原価
計算基準の基礎」をテーマに、原価計算基準の勘所をイラスト
でサクッと説明してきました。

そして今回と次回（最終回）で「経営のあり方」まで掘り下げ
て説明します。いわゆる「管理会計」の側面を見ていこうとい
うことです。

2．管理会計とは？
●そもそも「管理会計＝原価計算」ではない！

【図表1】制度会計と管理会計

実は「原価計算基準」とは管理会計ではなく、制度会計の側
面があるんですよね。

原価計算を含む制度会計と管理会計の違いを教科書的に説
明しますと、次の通りです。

・制度会計＝国税や銀行などの外部への報告
・管理会計＝社内での経営管理に使う

制度会計では、経理伝票を入力したり、税務申告書や決算報
告資料を作成したりが中心です。これに対して、管理会計の側
面は経理情報を取り出して経営者に報告します。制度会計でイ
ンプットした数字からどうアウトプットするかが問題です。

例えば、原価の紐づけを考えます。制度会計上は、製造原価
報告書の様式に沿って「材料費」「労務費」「経費」という区分を
しますが、この3つの区分だと、経営者に伝わらず、何が問題
かがわかりにくいです。

各担当する部門担当者と紐づけした「Who」の視点で区別
し、「労務費」「操業費」「設備費」「管理費」とすれば、責任区分が
明確で管理しやすくなりますし、社長もわかりやすくなりま
す。

【図表2】各担当する部門別にアプローチする

そして「原価管理」のために、標準原価計算が使われます。標
準とは、「よりどころとなる目当て」のことをいいます。
「ウチは中小零細。標準原価は関係ない！」
確かに管理に充てられる経営資源が限られていると、標準

税理士・中小企業診断士　稲垣　啓（いながき ひらく） 氏
上場企業のメーカー経理部門に勤務しながら税理士・中小企業診断士としても活動。
1977年富山県生まれ。立命館大学経営学部を中退（飛び級）し、同大学院法学研究科修了（民事法）。
2011年9月に中小企業診断士、2020年3月に税理士登録。

「稲垣経営研究所」の名で更新しているnoteが難解な税金・経営分野を下手かわいいイラストで分かりや
すく伝え、人気を集める。
著書に『イラストでサクッとわかる 日本一たのしい税金の授業』（日本実業出版社）、『原価計算なるほど
用語図鑑』（中央経済社）、『行政書士・社労士・中小企業診断士 副業開業カタログ』（共著、中央経済社）
などがある。

イラストイラストででサクッサクッとわかるとわかる　　社労士のための原価計算入門社労士のための原価計算入門
【第5回】より理解を深めるために…　管理会計と標準原価計算の入口
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原価計算どころではないかもしれません。しかし、原価管理の
考えに参考になるところも多いので、歴史的背景からサクッ
とイラスト図解します。

3．標準原価計算
●テーラーの科学的管理法がエマーソンの考えに取り込まれ

広がったもの
標準原価計算のルーツは、20世紀初頭アメリカの能率技師

F・W・テーラー（1856-1915年）の「科学的管理法」にあり
ます。19世紀の工場では、作業は労働者に任されていました。
当時は出来高制で、彼らが作業能率を上げると経営者は賃率
を引き下げて労働者へ分配を減らそうとしました。このこと
が、賃金制度に対する労働者の不信を生み、慢性的な怠業を招
きました。

そこで、テーラーは、労働者のやる気を引き出し、高能率、高
賃率を実現するために、「公正な1日の作業量」である課業の
設定、時間・動作研究による作業の効率化、職能別職長制度、
指図票制度などの管理方法を考え出しました。

このように、テーラーは「作業量」という原単位についての
標準を提唱しましたが、「原価についての標準」を提唱したの
は、価格的管理法の普及に努めた能率技師のH・エマーソン

（1853-1931年）でした。これが、標準原価計算の始まりで
す。こうして、テーラーの科学的管理法は標準原価計算に取り
組むことで世界中に広がりました。『原価計算基準』では、標準
原価算定の目的を4つ規定しています（【基準40】）。

①原価管理目的
②財務数値算出目的
③予算策定目的
④記帳の簡略化、迅速化目的

【図表3】標準原価計算の成り立ち

●標準原価の実務上の流れ
標準原価計算では、予め目標となる原価（標準原価）を決めま

す。この標準原価は無駄や非効率を省いた場合の原価となりま
す。そして、標準原価と実際原価を比べてその差異を比較しま
す。それにより、無駄や非効率を改善することができます。

次に図表4の①～⑤に沿って解説します。

①原価標準の設定
原価標準とは、製品1個あたりの目標原価のことをいいま

す。そして原価標準は通常、直接材料費、直接労務費、製造間接
費に分けて設定し「標準原価カード」にまとめられます。

②標準原価の計算
原価標準にもとづいて、完成品原価や月末仕掛品原価を計

算します。標準原価計算では、完成品原価、月末仕掛品原価お
よび月初仕掛品原価も標準原価で計算します。なお、月末仕掛
品および月初仕掛品の加工費（直接労務費と製造間接費）を計
算するときの数量は、完成品換算量（数量×加工進捗度）を用
います。

③実際原価の計算
当月において実際にかかった直接材料費、直接労務費、製造

間接費を計算します。

④原価差異の計算、分析
当月の実際原価と標準原価を比べて、原価差異を計算し、そ

の原因を分析します。

⑤原価報告
原価差異の内容を経営管理者に報告し、必要に応じて原価

の改善を行います。

【図表4】標準原価とは

ちなみに「原価計算基準」は「47．原価差異の会計処理」で最
後ですが、管理会計の実務上、原価計算基準にはない考えが多
く存在します。原価計算基準自体、60年以上前に設定された
行動規範のようなもの。他方、企業を取り巻く経営環境は大き
く変わってきています。

そこで次回（最終回）は「最新原価計算」から経営のあり方を
解説していきます。なお「最新」といいましても、開発されて結
構時間が経過しているものもあります。原価計算基準に記載さ
れているような伝統的なものに対して最新、という意味です。

※本稿は、稲垣啓著『原価計算なるほど用語図鑑』（中央経済社）より一部
抜粋、編集しています。

� （つづく）



1. 障害者雇用における社労士の役割と診断士との連携
前回お伝えした通り、障害者雇用の推進においても社労

士と診断士の業務は補完関係にあります。社労士が持つ労
務管理の専門性が、診断士の企業戦略の視点や組織開発的
なアプローチと組み合わさることで、企業における障害者
雇用が大幅に促進されることが期待できます。障害者雇用
のステップに合わせて、社労士と診断士の役割分担につい
て考えてみたいと思います。

■図表1　障害者雇用での社労士と診断士の業務分担

2．障害者雇用のステップ毎の協業可能性

①雇用方針の策定
障害者雇用を安定的に推進するためには、企業理念や経営

戦略と障害者雇用方針の整合が大切です。何のために障害者
を雇用するのか、障害者を雇用してどのような企業を目指す
のかを言語化して、社内に浸透させる必要があります。
■図表2　雇用方針策定での留意事項

診断士は戦略面から各種施策を落とし込んで行くことを
得意としていますので、戦略を策定する場面では、診断士と
の連携はメリットがあります。社労士は、ハローワークの障
害者雇用の担当官（専門援助部門の職員や障害者就職支援
コーディネーター）と顧問企業の連携を促進させる役割を
担うことで、行政の支援を効果的に生かす役割を担えます。

企業のブランド戦略にも関わることですが、障害者雇用
に関する優良な中小事業主を厚生労働大臣が認定する制度
として「もにす」があります。企業と障害者が共に明るい未
来や社会に“共に進む（ともにすすむ）”ことを期待して、
2020年7月に制定されました。もにす認定のためのサポー
トも社労士の業務範囲です。
■図表3　「もにす」認定制度

　
②社内理解の促進

障害者社員が定着しない、パフォーマンスを発揮しない
などの問題は、企業側の障害に関する理解や障害特性に応
じた業務指示方法の習得が進んでいないことにも原因があ
ります。障害者社員を受け入れる企業側に、障害に関する基
本的な理解やノウハウの習得などの、社内理解が必要です。
また障害や障害特性に応じた指示の出し方を習得するとと
もに、合理的配慮についての理解を深めることが重要です。
合理的配慮は、単なる「思いやり」ではありません。障害者社
員が企業で活躍するための措置です。企業と障害者社員の
話し合いで個別の内容を決めることが求められます。さら
に、合理的配慮の一環として、短時間勤務制度やフレックス
タイム制度、時間単位の有給休暇導入などが必要となる場
合もあります。
■図表4　障害者社員の働きやすさを支える合理的配慮

これらの制度の導入に伴う就業規則や各種規定類の変更
は社労士の本来業務であり、障害者の安定的な雇用を下支
えする重要な事項です。

近年、障害者雇用の重要性が増す中で、社労士の専門知識だけでは解決が難しい課題に直面している企業も少なくありません。ここ
で有効なのが、中小企業診断士との協業です。診断士は経営全般を俯瞰し、障害者雇用を戦略的に組み込む視点を提供できます。
本稿では、社労士と診断士がどのように連携し、障害者雇用の促進や定着支援を進めるべきかについて分かりやすく解説します。協
業の可能性を探る一助となれば幸いです。

　第53回第53回　　�組織開発としての障害者雇用② 
〜社労士と診断士の協業の観点から〜

中小企業診断士

木下　文彦 氏
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活躍する隣接士業～中小企業診断士活躍する隣接士業～中小企業診断士



また、以下の要素を組み込むと社内理解が促進されます。
ⅰ）アンコンシャスバイアス
アンコンシャスバイアスとは、無意識の思い込み・偏見

と訳されます。「障害者社員には簡単な業務を担当させてお
けば良い」「障害者社員なのに接客業務がこなせるはずがな
い」などは、障害者には複雑な業務をこなす能力はない、障
害者はコミュニケーション能力に劣る、などのその人が気
づいていない思い込み（偏見）が隠されています。

ⅱ）職場の心理的安全性
心理的安全性（Psychological Safety） とは、組織の中で

社員が 「自分の意見を自由に言える」「失敗をしても非難さ
れない」「安心して仕事ができる」 という状態のことを指し
ます。Googleでの調査（プロジェクト・アリストテレス）
でも 「成功するチームの最も重要な要因」 として、心理的
安全性が挙げられています。

ハラスメント対策の一環として、アンコンシャスバイア
スや職場の心理的安全性は注目されており、顧問先に研修
プログラムを提供されている社労士も多いと思います。そ
の他、カードを使用したコミュニケーション改善の研修な
ど、働きやすい職場を作る一環としての各種の研修は、障害
者雇用に関する理解促進の場面でもとても効果的です。

③人材要件の検討（担当業務の検討）
障害者社員が定着しない要因には、「障害者手帳を持って

いれば誰でもいい」「雇用した障害者のできることを聞いて
担当業務を決める」など、人材要件を決めずに雇用すること
にあります。人材要件を決めるためには、障害者の担当業務
をある程度決めておく（業務の切出し）必要があります。留
意すべきなのは、「障害者ができそうな業務は？」と聞くと、
依頼された社員ごとに想定する“障害の程度”が異なるため
に、結果として業務の切出し量が思ったより少なくなって
しまうことです。

以下の依頼の仕方が有効です。

ア）�自分の業務で（専門性を必要としないので）自分以外
の人に担当して欲しいと思っている業務

イ）�急いで行わなくてもよいが、◯◯月までに仕上げてお
きたい業務

ウ）新人（新卒者）にやらせようと思っている業務
エ）�人海戦術でおこなうため、一人でも多くの担当を揃え

たい業務

更に効果的なのは、会社の業務全体を根本的に見直して、
事業環境の変化などで発生した不要な業務や新たに取り組
まなければならない業務を洗い出すための、「ビジネスプロ
セス・リエンジニアリング（BPR）」を行い、担当業務を検討
するやり方です。これは、診断士が得意とする分野です。担
当業務がある程度決まれば、それに伴って労働条件を設定
します。労働条件の法令との適合性チェックを社労士が担
当することで、連携が可能です。

④採用
ここ数年は大都市圏では障害者雇用も超売り手市場にあ

り、障害当事者がその企業で働く姿を想像できるような効
果的な求人票を作成して、母集団を確保することが求めら
れています。採用面接では、就労支援機関の支援員の同席
や、障害当事者の短期記憶の苦手さという特性を補うため
のメモ等を見ながらの回答などが合理的配慮として求めら
れますが、募集⇒採用の一連の業務は、合理的配慮を除いて
は障害のない社員の採用と同じです。採用決定後の社会保

険等に関する各種手続きや、雇用関係の助成金の申請代行
と合わせて、募集⇒面接⇒採用の一連の流れで社労士とし
ての活躍の場面があります。

⑤定着
勤務状況や収入・障害の程度によっても異なりますが、

採用した社員が障害年金を受給しながら働くことも可能で
す。障害年金の受給を検討することにより当該社員の経済
的安定を促進するのも社労士の業務です。また、障害者社員
の定着は、前出の社内理解の程度に大きく左右されます。

⑥教育研修
近年、厚生労働省は、「雇用の質」の向上に関する施策を打

ち出しています。障害者雇用促進法を改正し、障害者社員の
キャリア形成と定着を促進させるため、職業能力の開発・
向上措置を図ることを事業主の責務として努力義務化しま
した。必要雇用人数を充足させるだけの「数合わせの雇用」
ではなく、障害者社員に対する教育研修の実施により、持て
る能力が発揮しやすくなる施策が企業には求められています。

中小企業の場合は、障害者社員にのみ特別メニューの研
修制度を設けることは難しいと思われますが、障害者とい
うだけで研修受講対象者から除外するのではなく、一人ひ
とりの特性を考慮して研修に参加させる等の取組が期待さ
れます。

⑦評価
雇用の質の向上と関連しますが、障害者雇用においても

正社員化の期待が高まっています。有期雇用から無期雇用、
契約社員から正社員への転換など、障害者社員の個々の能
力の公正な評価のためには評価制度の構築が必要です。大
企業と異なり、中小企業では障害の有無によるコース別人
事制度を実施することは難しいのが現状ですが、障害の有
無にかかわらず公正な評価が可能となる制度の構築のため
に、社労士としての知見が求められています。

3．まとめ
以上のように、障害者雇用は雇用戦略策定・人材要件の

確定（担当業務の選定）では戦略立案や業務最適化などの診
断士的要素が求められ、社内理解促進・採用・定着では法
令対応や評価制度構築などの社労士的要素が求められま
す。社労士と診断士はともに対応する業務範囲が広いため、
それぞれの得意分野を補完する協業を行うことでより効果
的な支援が可能となります。

� （おわり）

ラグランジュサポート株式会社
代表／中小企業診断士／特定社会保険労務士

木下　文彦
前職で法人営業および営業企画に従事。支店長となるもリーマン
ショックに対応できず、成績不振により2年で更迭される。鬱屈した気
持ちを抱えながら働いていたところ、人事部の障害者雇用部門に異動
となり、障害を持つ社員の働くことへの真摯な思いに心を打たれる。
独立後は前職での経験を活かし、障害者雇用促進を通じて、障害の有
無にかかわらず、社員がここで働きたいと思える会社づくりを支援し
ている。
著書：「従業員300人以下の会社の障害者雇用」（中央経済社）
Podcast：「中小企業のための障害者雇用推進室」毎週木曜日配信
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CHUKIDAN
Books Information.

仕事に役立つ書籍・気づきを得られる書籍をご紹介

実際の相談事例でわかる！
高年齢者雇用のトラブル対応実務
著者：小林包美
価格：2,970円（消費税込）
出版：第一法規株式会社

高年齢就業者数が過去最多を更新する中、定年後再雇用時の契約方
法から無期転換ルールへの対応、労働・社会保険の再雇用時の手続、
高年齢者特有の健康管理、雇用終了時の雇止めなど高年齢者雇用に
関連するトラブルが多く発生しています。さらに、副業・兼業や労働
条件の不利益変更など労務管理上のトラブルも多くなっています。
これらのトラブルとどう向き合い、ど
のように解決していくか、実際に相談
等で対応し解決してきた事例を基に
有効な対策とその進め方などを提示
しています。
そして、トラブル原因となった高年齢
者雇用特有の人事・労務管理、労働・
社会保険の手続実務などについても
分かりやすく解説しています。

コンメンタール労働安全衛生法
編者：三柴丈典
協力：日本産業保健法学会
価格：16,500円（消費税込）
出版：法律文化社

「生きた」労働安全衛生法学を体現した体系書。各条文の趣旨のほか、
制定経緯、摘要の実際（関係判例、監督指導実務）、関係規定に言及。規
制の趣旨と課題を深く理解し、法目的の実現に向けて努力するとい
う理念が込められた大著。標準的知識の獲得に資するよう編者が独
自に整理再編した概要も付している。安衛法に関わる行政官、労災防
止に関わる各種団体、企業の安全衛生
担当者のほか、労働法の専門家（弁護
士、社会保険労務士、法学者等）の方々
にも必携の書。

ご紹介する書籍を募集しています
「CHUKIDAN BOOKS INFORMATION」コーナーでは、出版された著書を社会保険労務士の皆さまにご紹介しています。
掲載をご希望の方は当該書籍に200～300文字程度の社労士向け紹介文を添えて、ご連絡ください。順次掲載いたします。
掲載のお問い合わせ先：中小企業福祉事業団 事業部 事業課（MAIL：seisaku@chukidan-jp.com　TEL：03-5806-0298）

生きた労働安全衛生法
著者：三柴丈典（協力 日本産業保健法学会）
価格：3,080円（税込）
出版：法律文化社

『コンメンタール労働安全衛生法』（三柴丈典編・日本産業保健法学
会協力、法律文化社、2025年4月刊、B5判、1584頁、16500円）
の姉妹書。「生きた」労働安全衛生法学を体現した体系書として、各条
文の趣旨のほか、制定経緯、摘要の実際（関係判例、監督指導実務）、関
係規定に言及した同書から、本書は、主要な裁判例、行政官による監
督指導状況、事業場での実施状況を抽出。まさに「生きた労働安全衛
生法」をコンパクトに体現した書。さ
らに、主要な事件には、安全衛生の専
門家による「判決への賛否」「未然防止
策」の2点を掲載。通読すれば、労働安
全衛生に関する生きた法知識を鮮明
に得られる。

AIを超える知恵で解決
労務トラブル40
著者：�本間邦弘、本間義之、市川貴子
価格：1,430円（税込）
出版：労働新聞社

AIが進化する現代において、労務問題も例外ではありません。就業
規則から関連法規、裁判例まで、AIは瞬時に豊富な情報を提供し、労
務管理の効率化を後押しします。しかし、労務は人と人との関わり合
い。同じように見えるトラブルでも、背景にある感情や状況は千差万
別です。
本書は、まさにそんな「AI時代だから
こそ、人の経験と知恵が活きる」労務
トラブル解決のヒントが満載。40の
具体的な事例を通して、AIだけでは見
抜けない問題の本質に迫り、実践的な
対応を分かりやすく解説します。AIの
力を借りながらも、最後は「人」で解決
する。そんな新しい労務管理のあり方
を、本書を通して見つけてください。
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